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この冊子では、横浜市の指定ＮＰＯ法人制度及び制度に関する書類等についてご案内しています。

他の都道府県及び市町村の同様の制度については、各自治体のホームページ等でご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜略 称 一 覧＞ 

この冊子では、次の略称を使用しています。 

 

NPO 法人 ・・・・・・特定非営利活動促進法第２条第２項に規定する特定非営利活動法人 
 
指定 ・・・・・・・・・地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人を指定するための基準、手続等に関する条例第２条の指定 
 
指定 NPO 法人・・・・・地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活

動法人を指定するための基準、手続等に関する条例第２条に規定する指定特定非
営利活動法人 

 
認定 ・・・・・・・・・特定非営利活動促進法第 44 条第１項の認定 
 
特例認定 ・・・・・・・特定非営利活動促進法第 58 条第１項の特例認定 
 
認定 NPO 法人 ・・・・特定非営利活動促進法第 44 条第１項に規定する認定特定非営利活動法人 
 
特例認定 NPO 法人 ・・特定非営利活動促進法第 58 条第１項に規定する特例認定特定非営利活動法人 
 
所轄庁 ・・・・・・・・特定非営利活動促進法第９条に規定するその主たる事務所が所在する都道府 

県の知事（その事務所が一の指定都市の区域内のみに所在する特定非営利活 
動法人にあっては、当該指定都市の長） 
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１１１   指指指定定定ＮＮＮＰＰＰＯＯＯ法法法人人人制制制度度度ののの概概概要要要 
 

 

 指定ＮＰＯ法人制度とは 

 ＮＰＯ法人に対する市民の皆さまの寄附を促進し、ＮＰＯ法人の財政基盤の強化と活動の一

層の充実を図ることを目的とした制度です。 

横浜市の条例において「住民の福祉の増進に寄与する寄附金を受け入れる特定非営利活動法

人（指定ＮＰＯ法人）」として指定されると、その法人に寄附をした市民の方は、個人住民税の

税額控除を受けられます。また、認定ＮＰＯ法人になるための要件の一つである公益要件（パ

ブリックサポート）を満たすことができます。 

指定ＮＰＯ法人になるためには、一定の要件の審査を受けた後、横浜市の条例で個別に「指

定」される必要があります。 

※指定ＮＰＯ法人は、５年ごとに指定の更新手続をする必要があります。 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

所轄庁認証 条例指定 
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 指定ＮＰＯ法人になるメリット 

 

その１ 寄附者に対する税制上の優遇措置 
 

指定ＮＰＯ法人に寄附をした市民の方は、当該寄附金の８％(注１)が市民税の税額控除の対象

となります。その結果、寄附金を集めやすくなります。 
当該ＮＰＯ法人が神奈川県の指定も受ける場合は、当該寄附金の２％（注２）が県民税の税額

控除の対象となり、合わせて 10％の税額控除の対象となります。 
さらに、当該ＮＰＯ法人が認定ＮＰＯ法人になると、寄附者は個人住民税の控除に加え当

該寄附金の 40％の所得税税額控除又は所得控除（いずれかの選択制（注３））も受けることがで

きます。 
 
寄附金に対する税額控除割合                      

 
 

 

 

 
 

（注１）原則、（寄附金（所得金額の 30％相当額が限度）－２千円）×８％ を市民税から控除 

（注２）原則、（寄附金（所得金額の 30％相当額が限度）－２千円）×２％ を県民税から控除 
（注３）原則、税額控除の場合：（寄附金（総所得金額の 40％相当額が限度）－２千円）×40％ 

を所得税額から控除（所得税額の 25％相当額が限度） 
       所得控除の場合：寄附金（総所得金額の 40％相当額が限度）－２千円  

を総所得金額等から控除 

 

※寄附金は、指定ＮＰＯ法人になった年の１月１日まで遡って、控除対象となります。 

 ※個人住民税は、寄附をした年の翌年度の税額から控除されます。 

 

 

その２ 認定ＮＰＯ法人になるための公益要件のクリア 
 

横浜市内のみに事務所のあるＮＰＯ法人は、神奈川県又は本市の条例で指定を受けると、

認定ＮＰＯ法人になるための公益要件(パブリックサポートテスト)を満たすことができます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊認定ＮＰＯ法人とは 

ＮＰＯ法人への寄附を促す税制上の制度により認められているもので、ＮＰＯ法人のうち、一定の

要件を満たすものとして都道府県知事又は指定都市の長の認定を受けている法人。 

  認証ＮＰＯ法人 指定ＮＰＯ法人 認定ＮＰＯ法人 

国税 所得税 × × ○ 40％ 

地方税 
県民税 × ○ ２％ 

10％ ○ 10％ 
市民税 × ○ ８％ 

認定ＮＰＯ法人の要件 

１ 公益要件（①～③のいずれかを満たすこと） 

① 相対値基準：経常収入額における寄附金等収入額の割合が５分の１以上 

② 絶対値基準：年 3,000 円以上の寄附者が年平均 100 人以上 

③ 条例で指定するＮＰＯ法人であること 

２ 運営要件 

運営組織及び経理、事業活動、情報公開等 



 3 

 

 
                          

 
                  

 

 

 
          

             

                                                          

 

 

 
 

 

 

 

 
 指定ＮＰＯ法人 認定ＮＰＯ法人 

１ 対象 市内で活動するＮＰＯ法人 市内にのみ事務所を有するＮＰＯ法人 

２ 要件 (1) 公益要件 

  「神奈川県又は県内の他市町村の条例で個別

に指定されていること」又は「地域等の課題解

決に資する活動を行っているものであって、当

該法人以外のものから支持されている実績があ

るもの」 

 

(2) 運営要件 

  運営組織、経理、事業活動、情報公開等 

 

(1) 公益要件(ア～ウのいずれかを満たすこと) 

 ア 相対値基準：経常収入額における寄附金等

収入額の割合が５分の１以上 

 イ 絶対値基準：年 3,000 円以上の寄附者が年

平均 100 人以上 

 ウ 事務所のある自治体の条例で指定を受けた

ＮＰＯ法人であること 

(2) 運営要件 

 運営組織、経理、事業活動、情報公開等 

 

※特例認定ＮＰＯ法人は、(2)運営要件のみ 

３ 審査 書面審査に加え、 

・法人事務所等での調査 

・市民協働推進委員会への諮問 

・提出書類の市民の方への公開（縦覧）等を実施 

書面審査に加え法人事務所等での調査を実施 

４  税の 

優遇措置 

個人が寄附をした場合 

当該寄附金から２千円を控除した金額に対し、

８％が市民税から控除 

※当該法人が県の指定も受ける場合は、当該寄附

金から２千円を控除した金額に対し、２％が県民

税から控除。市民税と合わせ 10%の税額控除が受け

られる 

 

(1) 個人が寄附をした場合 

  所得控除又は当該寄附金から２千円を控除し

た金額に対し、40％が所得税から控除、８％が

市民税から控除、２％が県民税から控除（最大

で寄附金額の約 50％が税額控除） 

 

(2) 法人が寄附をした場合 

  一般寄附金の損金算入とは別枠で損金算入が

認められる 

 

(3) 相続人が寄附をした場合 

  寄附をした相続財産が非課税となり、課税対

象額が減るため、相続税が軽減 

 

(4) 当該ＮＰＯ法人 

  みなし寄附金制度の適用が受けられる  

 

※特例認定ＮＰＯ法人は、(3) 、(4) の適用なし 

５ 有効期限 ５年ごとの更新制 ５年ごとの更新制 

（特例認定ＮＰＯ法人は、３年間・更新無し） 

 

６ その他 認定要件の一つである公益要件(パブリックサポ

ートテスト）を満たす 

 

 

全ての要件を 

クリア 

認定要件のうち 

公益要件以外を 

クリア 
所轄庁   

による 

認証 

指 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 

特 例 認 定 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ※ 

指定要件を
クリアし 
条例で指定 

認定要件の
運営要件も
クリア 

※法人設立後５年以内のＮＰＯ法人が公益要件(パブリックサポートテス

ト)以外の認定要件を満たすことで、１回に限り特例認定(有効期間は３年)

を受けることができます。特例認定ＮＰＯ法人への寄附者は、税制上の優

遇措置を受けることができます。 

任 
 

意 
 

団 
 

体 

Ｎ 

Ｐ 

Ｏ 

法 

人 

認 

定 

Ｎ 

Ｐ 

Ｏ 

法 

人 

認定要件をすべてクリア 
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 ２２２   指指指定定定ＮＮＮＰＰＰＯＯＯ法法法人人人ににになななるるるたたためめめののの基基基準準準等等等   
 

指定ＮＰＯ法人になるための基準等は、次のとおりです。 

 （詳細については、19ページ以降の「様式・書式記載例（新規申出書類）」の各チェック表を

ご覧ください。） 

 

 

  １ 市内で活動するＮＰＯ法人であること 

 

   

 

２ 次の(1)又は(2)の公益要件に該当していること 

 

 

(1) 次のア及びイを満たす法人であること 

 

ア 地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行っていること 

（次の項目について、総合的に判断します。） 

 

○法人の行う特定非営利活動に係る事業が横浜市の施策に合致しているもので

あること 

○事業や資金計画などに計画性があり、活動の継続性が見込まれること 

○受益の機会が一般に開かれていること 

○自主的・自発的に独立して行われていること 

○その他、市民の利益に資すること 

 

イ 当該法人以外のものから支持されている実績があること 

（次の項目のいずれかに該当すること） 

 

○一定の寄附の実績があること 

○行政等から支持を受けている実績があること 

○地域の住民、企業等から支持を受けている実績があること 

○その他市長が認める実績があること 

 

(2) 神奈川県又は神奈川県内の他の市町村の条例で指定を受けている法人で市長が

適当と認めたものであること 

 

 

 

 

P.22～P.23 参照 

P.24～P.37 参照 
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３ 運営組織及び経理が適切であること 

○役員に占める役員の親族等の割合が３分の１以下であること  

○役員に占める特定の法人の役員又は使用人等の割合が３分の１以下であること 

○各社員の表決権が平等であること 

○会計について、公認会計士又は監査法人の監査を受けているか、青色申告法人と同

等に取引を記録し、帳簿を保存していること  

○不適正な経理を行っていないこと 

 

 

 

４ 事業活動の内容が適正であること  

○宗教活動、政治活動等を行っていないこと  

○役員、社員又は寄附者等に特別の利益を与えないこと  

また、営利を目的とした事業を行う者等に寄附を行っていないこと 

 

 

 

５ 情報公開を適切に行っていること 

○事業報告書等ほか定められた書類について、閲覧の請求があった場合に主たる事務

所又は市内の事務所において閲覧させること  

 

 

 

   ６ 事業報告書等を定められた期限内に所轄庁に提出していること  

 

 

 

   ７ 法令等違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと   

 

 

 

８ 設立の日から１年を超える期間が経過し、少なくとも２つの事業年度を終えてい

ること 

 

 

 

 

 

P.38～P.42 参照 

P.43～P.47 参照 

P.48～P.49 参照 

P.50～P.51 参照 

P.50～P.51 参照 

P.50～P.51 参照 
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９ 実績判定期間中に、１～７（注）の基準に適合していること 

    （注）２(2)及び（初めて指定の申出をする場合は）５の基準は除きます。 

 

 

※実績判定期間とは 
 

   実績判定期間とは、指定ＮＰＯ法人の基準の判定対象となる期間のことで、指定の申出

を行う法人の直前に終了した事業年度終了の日以前５年（はじめて指定の申出をするとき

は２年）内に終了した各事業年度のうち、もっとも古い事業年度開始の日から、直前に終

了した事業年度終了の日までの期間をいいます。 

 
 

 

例   法人の事業年度が４月１日～３月 31 日の場合（新規申出） 
  

  

R４年３月末        R５年３月末        R６年３月末   指定申出(Ｒ６年７月) 

 

 
 

実績判定期間（２事業年度） 

 

 

 

  10 欠格事由に該当しないこと 

○ 役員に、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者がいないこと 

○ 役員に暴力団の構成員等に該当する者がいないこと     

○ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされている法人又はその処分の終了の日 

  から３年を経過しない法人でないこと       など 

 

 

 

P.52～P.55 参照 
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  ３３３   指指指定定定申申申出出出ののの手手手続続続にににつつついいいててて 

 

 事前相談について 
指定申出をするときは、申出前に事前相談をお願いします。（要予約・随時受付） 

※申請書類の作成には留意すべき点が多くありますので、申出をご検討の場合は事前に次ペー

ジ記載の連絡先までご連絡ください。 

 

 指定の申出の受付について 
年２回申出期間を設けています。 

申出期間については、随時市民局市民協働推進課のホームページ（ＵＲＬは裏表紙参照）で

お知らせします。 

 

 指定を受けるまでの期間について 
指定の申出の締切日から、５～６か月程度かかります。 

 
  

     

 

 

  

 

 

随時    申出期間（２か月） ２週間                ５か月程度 

 

※指定の審査にあたっては、提出書類の市民の方への公開（縦覧）、運営状況の実態確認調査、

市民協働推進委員会への諮問、暴力団等の排除を目的とした役員の方の警察への照会など

を行います。 
 

 
申出期間（書類の提出） 指定の時期 控除対象となる寄附金 
令和６年６月１日から 
令和６年７月末まで 令和６年 12 月頃 令和６年１月１日以降 

令和６年 12 月１日から 
令和７年１月末まで 令和７年６月頃 

令和７年１月１日以降 
令和７年６月１日から 
令和７年７月末まで 令和７年 12 月頃 

   

指定されるまでの間 

事

前

相

談 

指

定

の

申

出 

(
書

類

提

出

)
 

議

会

へ

議

案

提

出 

諮

問

結

果

公

表 

指

 

定 

審

 

査 

 

（
市
民
協
働
推
進
委
員
会
へ
の
意
見
聴
取
）  

 

（
実
態
確
認
調
査
等
） 

公

表 

縦

覧 
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 指定ＮＰＯ法人の公表について 

申出書類の受理後、２週間の縦覧を経て、審査を行います。その際、市民協働推進委員会へ

の諮問結果については、ホームページ（注）への掲載等により公表します。また、指定基準等につ

いて適合が認められない法人に対しては、個別に連絡します。 

審査結果を受け、議会で申出を行った法人名等を条例別表に記載した、指定ＮＰＯ法人とし

て条例で定める条例案が可決・成立すると、その条例が施行された日に指定ＮＰＯ法人となり

ます。議会での採決の結果は、申出を行った法人に対して、個別に連絡します。 

また、指定ＮＰＯ法人になると、ホームページ（注）への掲載等により、①法人名、②代表者の

氏名、③主たる事務所及び市内の事務所の所在地、④指定の効力を生じた日、⑤現に行ってい

る事業の概要、⑥特定非営利活動を行う地域を公表します。 

 

（注）市民局市民協働推進課ホームページのＵＲＬについては、裏表紙をご覧ください。 

 

 

 申出に必要な書類の入手について 

様式や手引書については、市民局市民協働推進課のホームページ（ＵＲＬは裏表紙参照）か

らダウンロードできます。 

 
 

 書類の提出先 

 市民局市民協働推進課にご提出ください。  

提出方法については、市民局市民協働推進課のホームページ（ＵＲＬは裏表紙参照）をご覧

ください。 

 

【問合わせ先等】 

      

 

 

 

 

担当 

横浜市市民局市民協働推進課 

電話 045-671-4737 FAX 045-223-2032 

〒231-0005 

横浜市中区本町 6-50-10 
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４４４   指指指定定定後後後ににに必必必要要要ななな各各各種種種手手手続続続等等等にににつつついいいててて 
 

 

 書類の提出、備置き及び情報公開等 

ＮＰＯ法人は、定められた期限内に所轄庁へ事業報告書等を提出することや、役員や定款が

変更となった場合には、変更届出書を提出する必要があります。 

横浜市指定ＮＰＯ法人として指定された後は、市民税控除される寄附金を受け入れる特典を

有することとなることから、これらの手続に加えて、次の手続が必要となります。 

 

 

■書類の提出  

(1) 毎年提出する書類 

指定ＮＰＯ法人は、事業報告書等に加えて、運営組織、経理が適正であることや法令違

反がないこと等を説明するため、毎事業年度初めの３か月以内に、次に掲げる書類（指定

基準に適合していることを説明する書類等や役員報酬規定等）を横浜市に提出する必要が

あります。 

 

 提 出 書 類 提出部数 
参照 

ページ 

① 
指定特定非営利活動法人役員報酬規程等提出書 

（第４号様式） 
１部 P.60 

② 

※１ 

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 
１部 － 

③ 

前事業年度の収益の明細などを記載した書類 

（条例第 12 条第２項第２号に規定する、資金に関する事項、取引の内

容に関する事項、寄附者に関する事項、役員等に対する報酬又は給与の

状況、支出した寄附金に関する事項、海外への送金等に関する事項を記

載した書類） 

１部 P.61-68 

④ 

指定基準に適合している旨及び欠格事由のいずれにも該当し

ない旨を説明する書類 

・指定基準チェック表第３表 

・指定基準チェック表第４表（第４表付表１、付表２は不要） 

・指定基準チェック表第５表 

・指定基準チェック表第７表 

・欠格事由チェック表 

各１部 

 

 

・P.38－42 

・P.43－44 

・P.48－49 

・P.50－51 

・P.52－55 
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 提 出 書 類 提出部数 
参照 

ページ 

⑤ 

※２ 

前事業年度の事業報告書等 

・事業報告書 

・活動計算書 

・貸借対照表 

・財産目録 

・年間役員名簿 

・前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿 

各１部 － 

 
※１ ②の書類については、前回提出時から内容に変更がない場合でも、その旨を記載した

書類の提出が必要です。 
※２ ⑤の書類については、横浜市認証法人は、別途横浜市に提出している場合、改めて提

出する必要はありません。 
※３ 横浜市の認定も受けている場合は、認定法人として提出する書類と内容が重複する書

類の提出は不要です。（指定基準チェック表（第５表）、指定基準チェック表（第７表）

及び欠格事由チェック表は必ず提出が必要です。） 
 
 
 
(2) 助成金支給実績の報告 

指定ＮＰＯ法人が、他団体等に対し助成金の支給を行ったときは、遅滞なく、次に掲げ

る助成の実績を記載した書類を作成し、横浜市に提出する必要があります。 
 

   

 提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

① 指定特定非営利活動法人助成金支給書類提出書（第５号様式） １部 P.69 

② 助成の実績を記載した書類 １部 P.70 

 
 
 
 
(3) 変更時に必要となる届出 

指定ＮＰＯ法人は、現に行っている事業等や役員、代表者の氏名などの変更があったと

きは、遅滞なく、次に掲げる届出を横浜市に提出する必要があります。 
  

 変 更 事 項 提 出 書 類 
提出 

部数 

参照 

ページ 

① 

現に行ってい

る事業の概要 

※１ 

指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式） 
１部 P.59 

指定基準（条例第４条第１項第１号及び第３号）に

適合する旨を説明する書類 

・指定基準チェック表第１表 

・指定基準チェック表第２表 

１部 

 

・P.22－23 

・P.24－37 
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 変 更 事 項 提 出 書 類 
提出 

部数 

参照 

ページ 

② 

市内における

特定非営利活

動を行う地域 

※１ 

指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式） 
１部 P.59 

指定基準（条例第４条第１項第１号）に適合する旨

を説明する書類 

・指定基準チェック表第１表 

１部 P.22－23 

③ 

役員の氏名又

は住所若しく

は居所 

 

指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式） ※２ 
１部 P.59 

変更後の役員名簿 ※２ １部 － 

役員が欠格事由（条例第６条第１号）に該当しない

旨を説明する書類 

（役員等氏名一覧表には、新たに就任した役員のみを記載） 

１部 P.52－55 

④ 
代表者の氏名 指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式） 
１部 P.59 

⑤ 

定款の変更 指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式）※３ 
１部 P.59 

 変更後の定款 ※３ １部 － 

 定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本  

※３ 

（所轄庁の認証が不要な事項の変更時に限る） 

１部 － 

 定款の変更に係る認証通知書の写し ※３ 

（所轄庁の認証が必要な事項の変更時に限る） 
１部 － 

 登記事項証明書 ※３ 

（定款の変更に係る登記をした場合に限る） 
１部 － 

⑥ 

（定款の変更

を伴わない）

主たる事務所

又は市内の事

務所の所在地 

指定特定非営利活動法人変更届出書 

（第３号様式） 
１部 P.59 

登記事項証明書 １部 － 

 
※１ 定款の変更を伴う場合、上記「⑤定款の変更」欄に掲げる提出書類を、併せて提出す

る必要があります。（「指定特定非営利活動法人変更届出書（第３号様式）」は、重複して

提出する必要はありません。） 
※２ 横浜市認証法人は、役員の変更等の届出を、別途横浜市に提出している場合、当該書

類を提出する必要はありません。 
※３ 横浜市認証法人は、定款の変更に係る届出又は申請書を、別途横浜市に提出している

場合、当該書類を提出する必要はありません。 
 

 
 
指定ＮＰＯ法人が合併をする場合には、必要になる手続、提出書類がありますので、必ず 

市民局市民協働推進課までお問い合わせください。 
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■備置き及び情報公開 
 

指定ＮＰＯ法人は、次の書類を作成し、主たる事務所と市内の従たる事務所に備え置くと

ともに、正当な理由がある場合を除いて、これらの書類を閲覧させる必要があります。 
 
※(1) 横浜市においても、法人から提出を受けた同様の書類について、閲覧又は謄写させる

こととなります。 
※(2) 指定 NPO 法人が閲覧させる場合、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除くこと

ができます。所轄庁が閲覧又は謄写させる場合、個人の住所又は居所に係る記載の部分

を除いて閲覧又は謄写させます。 

 

 
備 置 き ・ 閲 覧 書 類 

事務所に備

え置き、閲覧

させる期間 

横浜市で閲

覧又は謄写

させる期間 

① 

指定の申出書に添付した、指定の基準に適合する旨を説明する書

類及び欠格事由のいずれにも該当しない旨を説明する書類 

・指定基準チェック表（第１表～第８表） 

・欠格事由チェック表 

指定の効力を

生じた日から

起算して５年

間 

過去５年間に

提出を受けた

もの 

② 
指定の申出書に添付した、寄附金を充当する予定の具体的な事業

の内容を記載した書類 

③ 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

作成の日から

起算して５年

が経過した日

を含む事業年

度の末日まで

の間 

④ 

前事業年度の収益の明細などを記載した書類 

（条例第 12 条第２項第２号に規定する、資金に関する事項、資産の譲渡等

の内容に関する事項、取引の内容に関する事項、寄附者に関する事項、役員

等に対する報酬又は給与の状況、支出した寄附金に関する事項、海外への送

金等に関する事項を記載した書類） 

⑤ 

毎事業年度作成する、指定基準に適合している旨及び欠格事由の

いずれにも該当しない旨を説明する書類 

・指定基準チェック表第３表※(2) 

・指定基準チェック表第４表（第４表付表１、付表２は不要） 

・指定基準チェック表第５表 

・指定基準チェック表第７表 

・欠格事由チェック表 

⑥ 

前事業年度の事業報告書等 

・事業報告書 

・活動計算書 

・貸借対照表 

・財産目録 

・年間役員名簿※(2) 

・前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿※(2) 
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備 置 き ・ 閲 覧 書 類 

事務所に備

え置き、閲覧

させる期間 

横浜市で閲

覧又は謄写

させる期間 

⑦ 

現に行っている事業の概要又は市内における特定非営利活動を

行う地域の変更をした場合に横浜市に提出する、指定基準に適合

する旨を説明する書類（指定基準チェック表第１表・第２表） 

作成の日から

５年間 

過去５年間に

提出を受けた

もの 
⑧ 助成の実績を記載した書類 

作成の日から

起算して５年

を経過した日

を含む事業年

度の末日まで

の間 

⑨ 役員名簿※(2) 
役員名簿・定

款の閲覧は最

新のもの 

役員名簿・定

款の閲覧又は

謄写は最新の

もの 

⑩ 定款  

⑪ 認証通知書の写し  

⑫ 登記事項証明書の写し 

 

 

 指定の更新の手続 

指定の効力を生じた日の属する月の翌月の初日から起算して５年を経過した日以後、引き続

き、指定ＮＰＯ法人として活動を行おうとするときは、その９か月前から５か月前までの間の、

別途市長が定める期間内に、次ページに掲げる書類を提出し、指定の更新の申出をする必要が

あります。 

 

 

指定の効力が生じた日

（例） 
指定の期間（初回） 

指定の更新手続期間 

※下記の期間のうち、 

別途市長が定める期間 

寄附金税額控除の 

対象となる期間 

（参考） 

令和５年 12 月○日 
令和５年 12 月○日から 

令和10年 12月 31日まで 

令和 10 年４月１日から 

令和 10 年７月 31 日まで 

令和５年１月１日から 

令和10年 12月 31日まで 

令和６年６月△日 
令和６年６月△日から 

令和 11 年６月 30 日まで 

令和 10 年 10 月１日から 

令和 11 年１月 31 日まで 

令和６年１月１日から 

令和 11 年６月 30 日まで 

令和６年 12 月□日 
令和６年 12 月□日から 

令和11年 12月 31日まで 

令和 11 年４月１日から 

令和 11 年７月 31 日まで 

令和６年１月１日から 

令和11年 12月 31日まで 
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※申出書以外の書類については、別途横浜市に提出している書類の内容に変更がないときは、改めて

提出する必要はありません。 

※各指定基準等に適合しているかの確認の際には、上記以外の書類を提出頂く場合があります。 

書 類 名 
提出 

部数 
参照ページ 

１ 指定特定非営利活動法人指定更新申出書（第２号様式） １部 P.58 

２ 指定基準に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

指定基準チェック表（第１表） ２部 P.22 

指定基準チェック表（第２表） ※次の(1)、(2)のいずれかを選択してください。 

 (1) 指定基準チェック表（第２表(1)） ２部 P.24-25 

   指定基準チェック表（第２表付表１） ２部 P.28 

   指定基準チェック表（第２表付表１参考 事業計画） ２部 P.29 

  
指定基準チェック表（第２表付表２） 

※第２表(1)で「支持されている実績」として「寄附の実績」を記載する場合のみ添付 
２部 P.30 

  

 指定基準チェック表（第２表付表３） 

※第２表(1)で「支持されている実績」として「地域の住民、企業等から支持されてい

る実績（無償ボランティアの実績）」を記載する場合のみ添付 

２部 P.32 

 (2) 指定基準チェック表（第２表(2)） ２部 P.26 

指定基準チェック表（第３表） ※表内の(2)は記入不要 ２部 P.38-39 

 役員の状況（第３表付表１） ２部 P.40 

 帳簿組織の状況（第３表付表２）又は監査証明書 ２部 P.42 

指定基準チェック表（第４表） ２部 P.43 

 役員等に対する報酬等の状況（第４表付表１）  ２部 P.45 

 役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第４表付表２） ２部 P.46-47 

指定基準チェック表（第５表） ２部 P.48 

指定基準チェック表（第６、７、８表） ※第８表は記入不要 ２部 P.50 

欠格事由チェック表 ２部 P.52-54 

 

納税証明書 

※所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町

村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書 

各１部 ― 

 役員等氏名一覧表 １部 P.55 

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 ２部 P.56 

４ 直近の事業報告書等（事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、前

事業年度の末日における社員のうち、10 人以上の者の名簿） 
２部 ― 

５ 役員名簿 ２部 ― 

６ 定款等（定款、認証に関する書類の写し、登記に関する書類の写し） ２部 ― 

指定の更新を受けるための申出書及び添付書類一覧 
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 寄附者への必要書類の交付等 
 

■寄附金受領書の発行 

寄附者が横浜市の個人市民税の税額控除を受けるためには、寄附金を支出した年の翌年の

３月15日までに、お住まいの区役所税務課に申告する必要があります。（注）そのため、寄附金

を受け入れた指定ＮＰＯ法人は、寄附者に対し申告の際に必要な次の書類を交付する必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 寄附者が横浜市の個人市民税の税額控除を受けるためには、寄附をした年の翌年１月

１日に横浜市に住んでいることが条件となります。 
 

   ２ 指定ＮＰＯ法人が、認定又は特例認定を受けた場合は、寄附者の所得税も控除対象と

なるため、寄附者は、管轄の税務署で確定申告をすることが可能になります。 

 

■寄附者名簿の作成と保存 

 指定ＮＰＯ法人は、地方税法の規定により、事業年度ごとに作成した寄附者名簿を、各事

業年度終了の日の翌日以後３か月を経過する日から５年間、主たる事務所に保存する必要があ

ります。  

  また、寄附金の税額控除事務のため、毎年３月 15 日までに、控除対象寄附金受領報告書（寄

附者名簿）を横浜市に提出して頂く必要があります。 （73 ページ参考２参照） 

 

 

【寄附金受領証明書】 

寄附金受領証明書には、次の①～⑥の事項記載してください。 （72 ページ参考１参照） 

① 寄附者の住所 

② 寄附者の氏名 

③ 受領した寄附金の額 

④ 寄附金を受領した年月日 

⑤ 法人名、法人印 

⑥ 横浜市の条例で規定する寄附金（※）であること 

※横浜市市税条例第 29 条の４の３第２項に規定する寄附金 

【寄附者名簿の提出先】 

横浜市財政局主税部税務課課税担当 

（住所） 〒231-0005 横浜市中区本町 6-50-10 

（電話） 045-671-2253 
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５５５   指指指定定定ＮＮＮＰＰＰＯＯＯ法法法人人人ににに対対対すすするるる監監監督督督等等等 
 

 

 

１ 指定ＮＰＯ法人に対する報告及び検査 （条例第 16 条） 

 

横浜市は、指定ＮＰＯ法人が法令等、法令等に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違

反し、又はその運営が著しく適正を欠いている疑いがあると認めるときは、その業務又は財産

の状況に関し報告を求めることができます。 

また、当該指定ＮＰＯ法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況

又は帳簿若しくは書類その他の物件を検査する場合があります。 

 

 

 

２ 指定ＮＰＯ法人に対する勧告、命令等 （条例第 17 条） 

 

(1) 横浜市は、指定ＮＰＯ法人が指定の取消事由のいずれかに該当すると疑うに足りる相当な

理由がある場合には、その改善のために必要な措置を採るべき旨の勧告をすることができま

す。 

(2) 横浜市は、上記(1)の勧告を受けた指定ＮＰＯ法人が、正当な理由がなくその勧告に係る措

置を採らなかった場合、その勧告に係る措置を採るべきことを命ずることができます。 

 

 

 

３ その他の事業の停止 （条例第 18 条） 

 

横浜市は、その他の事業を行う指定ＮＰＯ法人について、その他の事業から生じた利益が当

該指定ＮＰＯ法人が行う特定非営利活動に係る事業以外の目的に使用されたと認められる場合、

その他の事業の停止を命ずることができます。
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４ 指定ＮＰＯ法人に対する指定の取消し (条例第 19 条) 

 

(1) 横浜市は、指定ＮＰＯ法人が次のいずれかに該当するときは、その指定の取消しの手続

を行います。 

ア 欠格事由（52 ページ参照）のいずれかに該当するとき 

イ 偽りその他不正の手段により指定又は指定のための更新を受けたとき 

ウ 更新申出期間内に、指定の更新の申出をしなかったとき 

エ 更新の申出をした場合に指定基準に適合しないとき 

オ 合併の届出があった場合に合併後存続する法人又は合併によって設立する法人が指定

基準に適合しないとき 

カ 正当な理由がなく、前ページの２又は３の命令に従わないとき 

キ 指定ＮＰＯ法人から指定の取消しの申出があったとき 

ク 指定ＮＰＯ法人が解散したとき 

 

(2) 横浜市は、指定ＮＰＯ法人が次のいずれかに該当するときは、その指定の取消し手続を

行うことができます。 

ア 必要な届出や書類の提出をしなかったとき又は虚偽の届出をしたとき 

イ 指定基準のうち、指定基準チェック表第１表～第５表（22～49 ページ参照）まで又は

第８表（50～51 ページ参照）に掲げる基準に適合しなくなったとき 

ウ 正当な理由がないのに、主たる事務所又は市内の事務所において閲覧させるべき書類

を閲覧させず、又は虚偽の書類を閲覧させたとき 

エ 主たる事務所及び市内の事務所において備え置くべき書類を備え置かず、又はこれに

記載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき 

オ 前ページの１の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避したとき 

カ 上記(1)及び(2)のア～オのほか、法令等又は法令等に基づいてする行政庁の処分に違

反したとき 

 



 18

 



 19

 

 

 

 

様式・書式記載例  

（新規申出書類） 
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指定を受けるための申出書及び添付書類一覧 

 ※横浜市内のみに事務所のある法人は、４～６の書類については、別途、横浜市に提出している場合、改めて

提出する必要はありません。 

 ※各指定基準等に適合しているかの確認の際には、上記以外の書類を提出頂く場合があります。 

書 類 名 
提出 

部数 
参照ページ 

１ 特定非営利活動法人指定申出書（第１号様式） １部 P.21 

２ 指定基準に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類 

 

指定基準チェック表（第１表） ２部 P.22 

指定基準チェック表（第２表） ※次の(1)、(2) のいずれかを選択してください。 

 (1) 指定基準チェック表（第２表(1)） ２部 P.24-25 

   指定基準チェック表（第２表付表１） ２部 P.28 

   指定基準チェック表（第２表付表１参考 事業計画） ２部 P.29 

  
指定基準チェック表（第２表付表２） 

※第２表(1)で「支持されている実績」として「寄附の実績」を記載する場合のみ添付 
２部 P.30 

  

 指定基準チェック表（第２表付表３） 

※第２表(1)で「支持されている実績」として「地域の住民、企業等から支持されてい

る実績（無償ボランティアの実績）」を記載する場合のみ添付 

２部 P.32 

 (2) 指定基準チェック表（第２表(2)） ２部 P.26 

指定基準チェック表（第３表） ２部 P.38-39 

 役員の状況（第３表付表１） ２部 P.40 

 帳簿組織の状況（第３表付表２）又は監査証明書 ２部 P.42 

指定基準チェック表（第４表） ２部 P.43 

 役員等に対する報酬等の状況（第４表付表 1） ２部 P.45 

 役員等に対する資産の譲渡等の状況等（第４表付表 2） ２部 P.46-47 

指定基準チェック表（第５表） ２部 P.48 

指定基準チェック表（第６、７、８表） ２部 P.50 

欠格事由チェック表 ２部 P.52-54 

 

納税証明書 

※所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町

村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書 

各１部 ― 

 役員等氏名一覧表 １部 P.55 

３ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 ２部 P.56 

４ 直近の事業報告書等（事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、前事

業年度の末日における社員のうち、10 人以上の者の名簿） 
２部 ― 

５ 役員名簿 ２部 ― 

６ 定款等（定款、認証に関する書類の写し、登記に関する書類の写し） ２部 ― 
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第１号様式（第２条第１項） 

  
特定非営利活動法人指定申出書 

 

（注意） 法人の名称、主たる事務所及びその他の事務所の所在地、代表者の変更などを予定され

ている場合には、その旨を「その他の参考事項」欄に記載してください。 

 

（Ａ４）  

 
  年  月  日 

 

 （申出先） 

  横浜市長 

 
 

主 た る 事 務 所 の 
 

所 在 地 

〒231‐0005 

横浜市中区本町 6丁目 50 番地の 10 

フ リ ガ ナ ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ 

法 人 の 名 称 
 
特定非営利活動法人 よこはま 

フ リ ガ ナ ﾖｺﾊﾏ ﾀﾛｳ 

代 表 者 の 氏 名 
  

電 話 番 号 
045－×××－×××× 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 045－×××－×××× 

設 立 年 月 日 平成 22 年４月１日 

地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動

法人を指定するための基準、手続等に関する条例第２条に規定する指定特定非営利活

動法人としての指定を受けたいので、同法第 314 条の７第 12 項の規定により、申し

出ます。 

（現に行っている事業の概要） 

（特定非営利活動に係る事業） 

１ ○○の調査・研究事業 

２ ○○の普及・啓発事業 

（その他の事業） 

１ △△△事業 

（市内における特定非営利活動を行う地域） 

市内全域 

 

（市内におけるその他の事務所の所在地） 

なし 

 

（その他の参考事項） 

なし 

 

横浜 太郎 

登記事項証明書どおり

の所在地・法人の名称・

代表者の氏名を記載 申出日 

登記事項証明書の

設立年月日を記載 

定款に記載している事業名を記載 
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指定基準チェック表（第１表） 

 
指定基準チェック表（第１表） 

 
 
 
 

  

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

１ 市内で活動する特定非営利活動法人であること 

 

 

○特定非営利活動法人の活動地域 

 ① ② ③ ④ ⑤ 
申出日の属する事業

年度 

判定の対象となる

各事業年度 

令和３年４月１日から 令和４年４月１日から  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら 令和 5 年４月１日から 

令和４年３月 31 日まで  令和５年３月 31 日まで   年  月  日 ま で 年  月  日 ま で  年  月  日 ま で 令和６年３月 31 日まで  

市内で活動する

特定非営利活動

法人である。 

はい ・ いいえ はい ・ いいえ はい ・ いいえ はい ・ いいえ はい ・ いいえ はい ・ いいえ 

活 動 地 域 戸塚区、 

港南区 

市内全域    市内全域 

事 業 内 容 
特定非営利活

動事業 

○○○事業 

 

その他の事業 

△△△事業 

特定非営利活

動事業 

○○○事業 

 

その他の事業 

△△△事業 

   
特定非営利活動事

業 

○○○事業 

 

その他の事業 

△△△事業 

 

 

該当する事業年度

を記載 

市内で活動している事業（特定非営利活動及びその他の事業）を記載 

※定款の記載どおりに記載 
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○ 記載要領（指定基準チェック表（第１表）） 

 

項 目  記 載 要 領  備 考  

判定の対象となる各事業年度  実績判定期間の各事業年度及び申出日の属

する事業年度を記載します。  

実績判定期間は、直前に終了した事業年度の

末日以前５年（指定を受けたことのない法人

の場合は２年）内に終了した各事業年度のう

ち も早い事業年度の初日から当該末日ま

での期間をいいます。  

 

市内で活動する特定非営利活

動法人  

実績判定期間に該当する各事業年度及び申

出日の属する事業年度に、市内での活動の有

無を記載します。なお、市内における事務所

の有無は問いません。  

 

主に市外で活動を展開している法人であっ

ても、市内において、活動報告会等を開催し

ている場合には、市内で活動していると考え

ます。  

活動地域  市内で活動しているすべての地域を、実績判

定期間に該当する各事業年度及び申出日の

属する事業年度について、記載します。  

 

 

 

備考（事業内容）  実績判定期間に該当する各事業年度及び、申

出日の属する事業年度に、活動しているすべ

ての事業の内容を記載します。  

事業は、特定非営利活動事業だけでなく、そ

の他の事業についても記載します。  

 

※やむを得ない理由により、市内での活動を

休止等していた事業年度については、休止等

していた旨とその理由について記載してく

ださい。 

 

申出書の「現に行っている事業」に記載した

事業であることを確認してください。  
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指定基準チェック表（第２表(1)） 

  （初葉） 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

２ 次のいずれかに該当すること 

(1) 地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人であって、当該特定非営利

活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから支持されている実績があるものであること 

 

(2) 当該特定非営利活動法人が、地方税法 37 条の２第１項第４号又は地方税法第 314 条の７第１項第

４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として、神奈川県又は神奈川県内の市町村の当

該寄附金を定める条例で定められているもので、市長が適当と認めたものであること 

 

(1) ア地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人であって、イ当該特定非

営利活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから支持されている実績があるものである

こと。 

 

ア 地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人である 

(ｱ) 法人の行う特定非営利活動に係る事業が横浜市の施策に合致しているものであること はい  ・  いいえ 

(ｲ) 事業や資金計画などに計画性があり、活動の継続性が見込まれること はい  ・  いいえ 

(ｳ) 受益の機会が一般に開かれていること はい  ・  いいえ 

(ｴ) 自主的・自発的に独立して行われていること はい  ・  いいえ 

(ｵ) その他、市民の利益に資すること はい  ・  いいえ 

 

（備考）  

・該当する一方を囲み、「はい」に該当する項目については、当該項目を満たすことを説明する書類（第２表付表１）

を添付してください。 

 また、(ｲ)については、（第２表付表１参考）の事業計画も添付してください。 

 

 

 

 
 

(1)の基準を選択する場合 

※県・県内他市町村指定法人以外 

当該基準は、総合的に判断します。※各項目の判断基準、確

認させて頂く書類については、別表１「地域等の課題の解決

に資する特定非営利活動を行っていること」について（P.34

～P.35）を参照してください。 
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（次葉） 

 

イ 当該特定非営利活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから支持されている実績があ

る 

 

判定の対象となる

各事業年度 

① ② ③ ④ ⑤ 
申出日の属する事業

年度 

令和３年４月１日から 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら 令和５年４月１日から 

令和４年３月31日まで 令和５年３月31日まで  年  月  日 ま で  年  月  日 ま で  年  月  日 ま で 令和６年３月31日まで 

支持されている実

績の有無 

有 ・ 無 

（行政等） 

有 ・ 無 

（行政等） 

有 ・ 無 

（    ） 

有 ・ 無 

（    ） 

有 ・ 無 

（    ） 

有 ・ 無 

（行政等） 

 

 

  

 

 

 

○実績の内容 

支 持 さ れ て い る 実 績 実  績  の  内  容  等 

行政等から支持を受けている実績 ［内 容］ 横浜市からの委託 

横浜市○○事業 

横浜市○○局から委託を受け、地域の方々に対して、○○を目的とし

た、○○事業を行っている。 

 

［期間等］  

委託を受けた事業の実施期間は、○○年○月○日～○○年○月○日 

  

（備考）  

・支持されている実績として、「寄附の実績」を記載する場合は（第２表付表２）を、「地域の住民、企業等から支持

を受けている実績（無償ボランティアの実績）」を記載する場合は（第２表付表３）を添付してください。 

別表２「当該特定非営利活動について、当該特定非営利活動
法人以外のものから支持されている実績があるもの」につい
て（P.36～P.37）のうち、該当するいずれかの項目を記載 
※各項目の判断基準、確認させて頂く書類についても、併せ
て同表を参照してください。 
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指定基準チェック表（第２表(2)） 

 

 

  

 

 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

２ 次のいずれかに該当すること 

(1) 地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人であって、当該特定非営利

活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから支持されている実績があるものであること 

 

(2) 当該特定非営利活動法人が、地方税法 37 条の２第１項第４号又は地方税法第 314 条の７第１項第

４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として、神奈川県又は神奈川県内の市町村の当

該寄附金を定める条例で定められているもので、市長が適当と認めたものであること 

 

 

(2) 当該特定非営利活動法人が、地方税法 37 条の２第１項第４号又は地方税法第 314 条の７第１項第

４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として、神奈川県又は神奈川県内の市町村の当

該寄附金を定める条例で定められているもので、市長が適当と認めたものであること 
 

【留意事項】 

① 神奈川県又は神奈川県内の市町村の指定を受けている場合に限ります。 

② 申出日の前日において、条例で定められており、かつ、その条例の効力が生じている必要があります。 

 

条 例 を制 定 した県 又 は市 町 村  神奈川県 

条 例 指 定 年 月 日     年    月    日 

   

（備考）  

・神奈川県又は神奈川県内の市町村の条例により、個人県民税又は市町村民税の寄附金税額控除の対象となる法人と

して個別に指定を受けた旨の条例の写し（公報の写し）等を添付してください。 

 

 

(2)の基準を選択する場合 

※県・県内他市町村指定法人 

神奈川県又は神奈川県内の市町村の名称を記載 

条例で指定を受けた年月日を記載 
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○記載要領（指定基準チェック表（第２表）） 

 

項 目  記 載 要 領  備 考  

(1)ア 地域等の課題の解決に

資する特定非営利活動を行う

特定非営利活動法人である 

 

該当する一方を囲みます。 

（当該基準は、総合的に判断します。） 

各項目の判断基準、確認させて頂く書類につ

いては、別表１「地域等の課題の解決に資す

る特定非営利活動を行っていること」につい

て（P.34～P.35）を参照してください。 

  

「はい」に該当する項目については、当該項

目を満たすことを説明する書類（付表１）を

添付してください。 

また、(ｲ)については、（第２表付表１参考）

の事業計画も添付してください。 

 

(1)イ 当該特定非営利活動に

ついて、当該特定非営利活動

法人以外のものから支持され

ている実績がある 

 

「支持されている実績」については、別表２

「当該特定非営利活動について、当該特定非

営利活動法人以外のものから支持されてい

る実績があるもの」について（P.36～P.37）

のうち、該当するいずれかの項目を記載しま

す。 

 

「実績の内容等」については、その実績の概

要について記載します。 

「期間等」については、実績の実施期間等に

ついて、記載します。 

 

各項目の判断基準、確認させて頂く書類につ

いては、別表２「当該特定非営利活動につい

て、当該特定非営利活動法人以外のものから

支持されている実績があるもの」について

（P.36～P.37）を参照してください。 

 

支持されている実績として、「寄附の実績」

を記載する場合は（第２表付表２）を、「地

域の住民、企業等から支持を受けている実績

（無償ボランティアの実績）」を記載する場

合は（第２表付表３）を添付してください。 

 

(2) 条例を制定した県又は市

町村、条例指定年月日 

 

「条例を制定した県又は市町村」について

は、神奈川県又は神奈川県内の市町村の名称

を記載します。 

「条例指定年月日」については、条例で指定

を受けた年月日を記載します。 
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（備考） 

・各項目の判断基準、確認させて頂く書類については、別表１「地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行っ

ていること」について（P.34～P.35）を参照してください。 

・(ｱ)「法人の行う特定非営利活動に係る事業が横浜市の施策に合致しているものであること」については、該当する

法人の活動（具体的な事業名）、横浜市の計画又は施策等を明記してください。 

 

第２表付表１ 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま 

地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人である 

※次の(ｱ)～(ｵ)の項目のうち、満たす項目について説明（自由記述）してください。 

  (ｱ) 法人の行う特定非営利活動に係る事業が横浜市の施策に合致しているものであること 

  (ｲ) 事業や資金計画などに計画性があり、活動の継続性が見込まれること 

  (ｳ) 受益の機会が一般に開かれていること 

  (ｴ) 自主的・自発的に独立して行われていること 

  (ｵ) その他、市民の利益に資すること 

 

【留意事項】 

(ｲ)については、（第２表付表１参考）の事業計画も併せて添付してください。 

 

（ア） 

 

 

 

 

（イ） 

 

 

 

 

（ウ） 

 

 

 

 

（エ） 

 

 

 

 

（オ） 

 

 

 

 

第２表で(1)の基準を 

選択した場合のみ添付 
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第２表付表１参考 

事業計画 

 
現在（申出の 

事業年度） ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

事業の計画 ○○に関する 

事業 

<○○事業> 

・内容 

・日時 

・場所 

・従事者人数 

・受益対象者 

・支出見込額 

 等 

○○に関する 

事業 

<○○事業> 

・内容 

・日時 

・場所 

・従事者人数 

・受益対象者 

・支出見込額 

 等 

○○に関する 

事業 

<○○事業> 

・内容 

・日時 

・場所 

・従事者人数 

・受益対象者 

・支出見込額 

 等 

○○に関する 

事業 

<○○事業> 

・内容 

・日時 

・場所 

・従事者人数 

・受益対象者 

・支出見込額 

 等 

○○に関する 

事業 

<○○事業> 

・内容 

・日時 

・場所 

・従事者人数 

・受益対象者 

・支出見込額 

 等 

収支(寄附金を 

含む)の計画 

<収入> 

・入会金、会費 

 収入 

・事業収入 

 ○○に関する 

 事業収入 

・寄附金 

・助成金 

 

<支出> 

・事業費 

 ○○に関する 

 事業費 

・管理費 

・予備費 

 等 

 

<収入> 

・入会金、会費 

 収入 

・事業収入 

 ○○に関する 

 事業収入 

・寄附金 

・助成金 

 

<支出> 

・事業費 

 ○○に関する 

 事業費 

・管理費 

・予備費 

 等 

 

<収入> 

・入会金、会費 

 収入 

・事業収入 

 ○○に関する 

 事業収入 

・寄附金 

・助成金 

 

<支出> 

・事業費 

 ○○に関する 

 事業費 

・管理費 

・予備費 

 等 

 

<収入> 

・入会金、会費 

 収入 

・事業収入 

 ○○に関する 

 事業収入 

・寄附金 

・助成金 

 

<支出> 

・事業費 

 ○○に関する 

 事業費 

・管理費 

・予備費 

 等 

 

<収入> 

・入会金、会費 

 収入 

・事業収入 

 ○○に関する 

 事業収入 

・寄附金 

・助成金 

 

<支出> 

・事業費 

 ○○に関する 

 事業費 

・管理費 

・予備費 

 等 

 

人員体制の 

計画 

<会員> ○○人 

 

<役員> 

・理事 ○人 

・監事 ○人 

 

<職員> 

 ○人 

 

<その他> 

 ○人 

<会員> ○○人 

 

<役員> 

・理事 ○人 

・監事 ○人 

 

<職員> 

 ○人 

 

<その他> 

 ○人 

<会員> ○○人 

 

<役員> 

・理事 ○人 

・監事 ○人 

 

<職員> 

 ○人 

 

<その他> 

 ○人 

<会員> ○○人 

 

<役員> 

・理事 ○人 

・監事 ○人 

 

<職員> 

 ○人 

 

<その他> 

 ○人 

<会員> ○○人 

 

<役員> 

・理事 ○人 

・監事 ○人 

 

<職員> 

 ○人 

 

<その他> 

 ○人 

 

第２表で(1)の基準を 

選択した場合のみ添付 
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第２表付表２ 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま 実績判定期間 令和３年４月１日～令和５年３月 31 日 

実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が 1,000 円以上である寄附者の数の合計数が年平均 100

人以上であること 

 

 

  

  

実績判定期間内 

の各事業年度 

①  ②  ③  ④  ⑤   

 
令和３年４月１日から 令和４年４月１日から  年 月 日から  年 月 日から  年 月 日から 

令和４年３月 31 日まで 令和５年３月 31 日まで  年 月 日まで  年 月 日まで  年 月 日まで 

年 1,000 円以上の

寄附者の数が 100

人以上である 

はい・いいえ はい・いいえ はい・いいえ はい・いいえ はい・いいえ 

【チェック欄】 

☑ 寄附者の氏名（法人にあっては名称）及びその住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）が明らかな寄附者のみを数えて 

いますか。 

☑ 寄附者の数の算定に当たって、寄附者本人と生計を一にする方を含めて１人としていますか。 

☑ 貴法人の役員及びその役員と生計を一にする方が寄附者の場合、それらの方を寄附者数から除いていますか。 

☑ 会費（対価性が認められないものは除く）は寄附金から除いていますか。 

 

 

 ○実績判定期間内において、寄附金額が年 1,000 円以上の寄附者の数が年 100 人未満の事業年度がある場合

は、下欄により、年平均 100 人以上かどうかを判定してください。 

 

 

年 1,000 円以上

の寄附者の数 

①  ②  ③ ④ ⑤ 合   計  

90 人 120 人 人 人 人 Ａ 210 人 

実 績 判 定 期 間 の 月 数 
（注） 一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。 

Ｂ 24 月 

実績判定期間の年 1,000 円以上の寄附者数 
Ａ 

210 人 
× 12 

＝ 105 人 ≧ １００人 
実績判定期間の月数 

Ｂ   24 月 
 

 

 

 

 

第２表で(1)の基準を 

選択した場合のみ添付 
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１ 記載要領（指定基準チェック表（第２表 付表２）） 

 

項 目  記 載 要 領  備 考  

実績判定期間内の各事業年度  実績判定期間内に該当する各事業年度に

ついて記載します。  

また、各事業年度において、寄附金額の

合計額が年1,000円以上の寄附者の数が100

人以上である場合は下欄の「はい」、100人

未満である場合は「いいえ」を囲みます。  

なお、寄附金額の合計額が年1,000円以上

の寄附者の数が100人以上であるかどうか

の判定に当たっては、チェック欄の事項を

確認してください（確認後は、□に✔を記

入してください。）。  

実績判定期間内のすべての事業年度にお

いて、「はい」としている場合は、その下

の判断に係る計算は必要ありません。  

寄附者の数の算出に当たっては、次の点

に注意してください。  

(1) 寄附者の氏名（法人にあっては、そ

の名称）及びその住所（法人にあっては

主たる事務所の所在地）が明らかな寄附

者のみを数えます。  

(2) 貴法人の役員及び役員と生計を一

にする者は寄附者の数に含めません。  

(3) 寄附者本人と生計を一にする者も

含めて１人として数えます。 

寄附金の判定（会費の取扱い）について

は、原則、会費は寄附金に該当しません。  

ただし、対価性が認められない会費は含

むものとします。  

 

年1,000円以上の寄附者の数

（実績判定期間内のすべての

事業年度において基準を満た

しているときは、記載の必要

はありません。） 

  

実績判定期間内の各事業年度における、寄

附金額の合計額が1,000円以上の寄附者の

数を、「①」から「⑤」の各欄に記載し、

合計を「Ａ」欄に記載します。  

 

実績判定期間の月数（実績判

定期間内のすべての事業年度

において基準を満たしている

ときは、記載の必要はありま

せん。） 

 

実績判定期間の月数の総数を「Ｂ」欄に記

載します。  

月数は暦に従って計算し、一月未満の端

数がある場合は一月に切り上げます。  

 

 

２ 注意事項 

指定の審査の過程において、年1,000円以上の寄附者の数の算出根拠について確認させていただく場合

がありますので、寄附者の算出根拠を示す書類の保管をお願いします。  
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第２表付表３ 

 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま 実績判定期間 令和３年４月１日～令和５年３月 31 日 

無償ボランティア（法人の役員及び社員によるものを除き、実費相当を支給するボランティアを含

む。）の実績は、実績判定期間内の各事業年度中の平均の無償ボランティアの総労働時間数が一定数

（400 時間）以上であること 

 

○無償ボランティアの人数・総労働時間 

判定の対象となる各事業

年度 

①  ②  ③  ④  ⑤  

令和３年４月１日から 令和４年４月１日から  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら  年  月  日 か ら 

令和４年３月 31 日まで 令和５年３月 31 日まで  年  月  日 ま で  年  月  日 ま で  年  月  日 ま で 

無償ボランティアの人数 ９人 ４人 人 人 人 

無償ボランティア（全員）

の総労働時間（事業年度） 360時間 480時間 時間 時間 時間 

 

合 計 総 労 働 時 間 

（①から⑤までの総労

働時間）     ※（⑥） 

 840 時間 
 ① から⑤までの合計年数 （※

⑦） 
 ２年 

 

無償ボランティア総労働時間（実績判定期間における年平均） 

（ ⑥ ÷ ⑦  ≧ ４００時間） 
420 時間 

  

第２表で(1)の基準を選択し、「支持されている実績」と

して、「地域の住民、企業等から支持されている実績（無

償ボランティアの実績）」を記載した場合のみ添付 
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１ 記載要領（指定基準チェック表（第２表付表３））  

 

項 目  記 載 要 領  備 考  

判定の対象となる各事業年度  区分欄「①」から「⑤」欄には、実績判定

期間に該当する事業年度を記載します。 

 

 

「無償ボランティアの人数」欄  各事業年度において、従事した無償ボラン

ティアの人数を記載します。 

  

 

「無償ボランティア（全員）の総労働

時間（事業年度）」欄  

各事業年度における無償ボランティア全

員の総労働時間数（１時間未満切り上げ）

を記載します。  

 

月数は暦に従って計算し、一月

未満の端数がある場合は一月に

切り上げます。  

 

 

２ 注意事項  

指定の審査の過程において、無償ボランティアの労働時間数の算出根拠について確認させていただく

場合がありますので、労働時間数の算出根拠を示す書類の保管をお願いします。  
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「地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行っていること」について 

 

 

項 目 判 断 基 準 確認を求める書類等 

(ｱ) 法人の行う特定非営

利活動に係る事業が横

浜市の施策に合致して

いるものであること 

 

当該法人の特定非営利活動に係る事業の内容

が、横浜市の施策の効果を高める、或いは不

足を補うものであるなど、相互の間で地域課

題の解決に関する一定の方向性の一致がある

こと。 

 

※法人の事業が、指定管理事業、委託事業、

協働事業又は助成による事業であるときは、

横浜市の施策の方向性に沿うものとする。 

 

・事業報告書等 

・事業計画書、活動予算書 

・「事業に対応する横浜市の

施策」「事業が行政の施策

の方向性に沿っているとす

る理由」を記載した書面 

など 

 

 

(ｲ) 事業や資金計画など

に計画性があり、活動の

継続性が見込まれるこ

と 

当該法人の人的体制、活動資金の見通し等か

ら、今後、指定を受けている期間における継

続的な事業の実施が見込まれること。 

・事業報告書等 

・事業計画書、活動予算書 

・人員体制の計画 

・各計画について議決した議

事録 など 

 

※計画については、申出のあ

った事業年度も含め原則５

年間分 

 

(ｳ) 受益の機会が一般に

開かれていること 

次のａからｃのいずれにも該当しないこと。 

ａ 受益の機会が公開されていない。 

 （不当な資格要件等があり、事実上、参加

が制限された状態を含む。） 

※不当な資格要件等： 

サービスの対価が非常に高額であること、

合理的な理由なく条件が付与されている

ことなど。 

 

ｂ 審査・選考の公正性が確保されていない。 

（当該事業が審査・選考を伴う場合に限

る。） 

 

ｃ 定款で定める本来の公益目的とは異なっ

た事業となっている。 

※本来の公益目的と異なった、業界団体の

販売促進、共同宣伝になっていることなど 

 

・定款 

・受益者募集要項 

・パンフレット 

・ホームページ 

・利用規約 など 

 

別表１ 
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(ｴ) 自主的・自発的に独

立して行われているこ

と 

行政等からの委託や助成等を受けておらず、活

動を行っていること。 

 

 ※行政等： 

国､神奈川県､県内市町村､独立行政法人、地方

独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機

関及び我が国が加盟している国際機関、協議会

（事務局が行政であるもの）など 

 

 

・事業報告書等 

・事業計画書、活動予算書 

（活動資金の詳細がわかる

資料） 

・パンフレット 

・機関誌 

・ホームページ など 

 

(ｵ) その他、市民の利益

に資すること 

 

 

利益を受ける市民が存在すること。 

 

※市民に対する直接的な利益だけでなく、自然

環境保護といった間接的な利益も含む 

・事業報告書 

・事業計画書 

・パンフレット 

・機関誌 

・ホームページ など 
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「当該特定非営利活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから 

支持されている実績があるもの」について 

 

 

項 目 判 断 基 準 確認を求める書類等 

(1) 寄附の実績 

 

実績判定期間中の寄附金の総額が1,000円以上で

ある寄附者の数の合計数が年平均100人以上であ

ること。 

 

※寄附者の人数の確認、算定方法等 

・氏名及び住所が明らかな寄附者のみを算入 

・生計を一にする者は、１人として算定 

・申出法人の役員及び役員と生計を一にする者は、

寄附者数に含めない。 

・月数は暦に従って計算し、１月未満の端数は切

り上げて１月とする。 

 

・寄附者名簿 など 

 

 

(2) 行政等から支持を受

けている実績 

次のアからオのいずれかに該当すること。 

 

ア 行政等との協働 

 協働の実施による法人の市内の活動地域にお

ける事業の実績 

イ 行政等からの助成等 

助成による法人の市内の活動地域における事

業の実績 

ウ 行政等からの表彰 

法人の市内の活動地域における表彰の実績 

エ 指定管理者、委託 

  市内の活動地域における指定管理者又は委託

事業者としての実績 

オ その他行政等からの支持の実績 

市内における法人の活動に関する行政との共

催、後援等を受けた実績等 

 

 ※行政等： 

国､神奈川県､県内市町村､独立行政法人、地方独立

行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関及び我が

国が加盟している国際機関、協議会（事務局が行政で

あるもの）など 

 

・協働事業、助成事業、

表彰を受けた事業、指

定管理事業、共催事業、

後援事業等であること

を説明する書類 など 

 

 

別表２ 
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(3) 地域の住民、企業等か

ら支持を受けている実

績 

次のアからオのいずれかに該当すること。 

 

ア 自治会町内会からの推薦 

市内の活動地域における事業について、自治

会町内会との共催事業の実績、自治会町内会か

らの受託事業の実績、その他自治会町内会から

表彰を受けた事業の実績等 

 

イ 企業等との協働、企業等からの助成による事

業の実績（公益の増進に資するものに限る） 

市内の活動地域における事業について、企業

との協働事業の実績、企業等からの助成事業の

実績、企業等から表彰を受けた実績、その他企

業からの後援等支持を受けている実績 

  

※企業等： 

企業又は団体等（特定非営利活動法人と特殊な関係

(一定の金額の株式又は出資を保有する関係にある､

役員が兼務しているなど)のある企業等を除く。） 

 

ウ 無償ボランティアの実績   

無償ボランティア（法人の役員及び社員によ

るものを除き、実費相当を支給するボランティ

アを含む｡以下同じ｡)の実績について、実績判定

期間内の各事業年度中の無償ボランティアの総

労働時間数が一定数（400時間）以上であること。 

 

エ その他地域の住民等からの支持の実績 

他の要件と同等以上と考えられる物品等の寄

附、場所の提供等を受けていること。 

 

オ 中間支援組織から支援を受けている団体（30

団体以上。ただし社員である団体は除く。）か

らの推薦等があること。 

 

 

 

ア 自治会町内会の総会

の議事録 など 

 

 

 

 

イ 協働事業、助成事業、

表彰を受けた事業、後

援事業等であることを

説明する書類 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 無償ボランティアの

実績を説明する資料

（労働時間に係るタイ

ムカード、管理表等） 

など 

 

 

エ 寄附、場所の提供等

の実績を説明する資料 

など 

 

オ 団体からの推薦書 

 など 

(4) その他市長が認める

実績 

 

(1)から(3)以外の実績により、当該法人が申出を

行った場合で、市長が、当該実績について、横浜

市市民協働推進委員会の意見を聴いて適当である

と認めるもの。 

 

 

・支持を受けている実績

として法人が説明する

資料 など 
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指定基準チェック表（第３表）        （初葉） 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

 

３ その運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること 

(1) 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ３分の１以下であること 

ア 役員及びその親族等 

イ  特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等 

(2) 各社員の表決権が平等であること 

(3) 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の 

記録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること 

(4) 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと 

 

 (1) 

   項  目 

 

 

 

 

区  分 

役員数 

も人数が

多い「親族

等」のグルー

プの人数 

割 合 

 

（ｂ÷ａ） 

も人数が多い「特定の

法人の役員又は使用人

である者及びこれらの

者の親族等」のグループ

の人数 

割 合 

 

（ｄ÷ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

① 令和３年４月１日～令和４年３月 31 日 ９人 ２人 22.2％ ２人 22.2％ 

② 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 
９人 ２人 22.2％ ２人 22.2％ 

③ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

④ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

⑤ 年 月 日～ 年 月 日 
人 人 ％ 人 ％ 

申 請 時 
９人 ２人 22.2％ 

 

２人 22.2％ 

 （備考） 各欄の人数等は、第３表付表１「役員の状況」から転記してください。 

 

 

(2) 

各社員の表決権が平等である ① ② ③ ④ ⑤ 申 請 時 

 上記を証する書類の名称とその内容等 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ  
定款第○条に「各正会員の表決権は、

平等となるものとする。」と規定 

  

 

３分の１以下と
なっていること 

定款の条文どおりに記載 
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第３表（次葉） 

(3) 

項       目 ① ② ③ ④ ⑤ 申 請 時 

会計について公認会計士又は監査法人の

監査を受けている 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書

類の保存を青色申告法人に準じて行って

いる 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

はい 
・ 

いいえ 

（備考） 該当する一方を囲み、監査証明書又は第３表付表２「帳簿組織の状況」を添付してください。 

(4) 

項       目 ① ② ③ ④ ⑤ 申 請 時 

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

 

 
 

○記載要領（指定基準チェック表（第３表）） 

項 目 記  載  要  領 注 意 事 項 

(1)の各欄 

 

区分欄の「①」から「⑤」欄には、実績判定期間の各事業年度を記載

します。 

第３表付表１「役員の状況」を記載して、「ａ」、「ｂ」及び「ｄ」の各

欄に該当する人数を転記します。 

 

(2)の各欄 該当する一方を囲みます。 

 「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例えば、「定款（又

は会則）第○条に正社員の表決権（又は議決権）は平等に一票を与える

と規定」のように記載します。 

 

(3)の各欄 

 

 

該当する一方を囲みます。 

「①」から「⑤」については、上記(1)に記載する各期間（「①」から

「⑤」）を示したものです。なお、青色申告法人に準ずることについて、

その具体的な内容は次のとおりです。 

 ・資産、負債及び資本に影響を及ぼす一切の取引を複式簿記の原則に

従って、整然と、かつ、明りょうに記録し、その記録に基づいて決算

を行うこと 

 ・仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿を備え、取引に関する一定事

項を記載すること 

 ・仕訳帳には、取引の発生順に、取引の年月日、内容、勘定科目及び

金額を記載し、総勘定元帳には、その勘定ごとに記載の年月日、相手

方勘定科目及び金額を記載すること 

 ・たな卸表を作成すること 

 ・一定の科目をもって貸借対照表及び損益計算書（※活動計算書でも

可）を作成すること 

 ・帳簿書類を７年間整理保存すること 

「会計について公認会計士又は

監査法人の監査を受けている」

を「はい」とした場合には監査

証明書を添付してください。 

「帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存を青色申

告法人に準じて行っている」を

「はい」とした場合には、第３

表付表２「帳簿組織の状況」を

記載し添付してください。 

 

(4)の各欄 該当する一方を囲みます。なお、「①」から「⑤」については、上記(1)

に記載する各期間（「①」から「⑤」）を示したものです。 

 

 

「はい」の場合、監査証明書を添付（その場合、

第３表付表２「帳簿組織の状況」の添付は不要） 
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役 員 の 状 況           第３表付表１ 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま ① ② ③ ④ ⑤ 申 請 時 

役  員  数 ９人 ９人 人 人 人 ９人 

 も人数が多い「親族等」のグループ人

数 
２人 ２人 人 人 人 ２人 

も人数が多い「特定の法人の役員又は

使用人である者並びにこれらの者の親

族等」のグループの人数 

２人 ２人 人 人 人 ２人 

 

役 員 の 内 訳 

氏  名 住  所 職名 続柄等 

就 任 等 の 状 況 

① ② ③ ④ ⑤ 申請時 
就任・退任 

年月日 

横浜 太郎 横浜市中区○○ 理事長  
○ ○  

  
○ 

就任 

H22.4.1 

川崎 一郎 横浜市南区○○ 理事 NPO 法人

Ａの理事 
○ ○   

  
○ 

就任 

H22.4.1 

相模原 達夫 横浜市西区○○ 理事 NPO 法人

Ａの理事 
○ ○  

  
○ 

就任 

H22.4.1 

東京 京子 東京都大田区○○ 理事  
○ ○  

  
○ 

就任 

H22.4.1 

神奈川 和代 横浜市港北区○○ 理事  
○ ○  

  
○ 

就任 

H22.4.1 

千葉 葉子 横浜市港南区○○ 理事  
○ ○  

  
○ 

就任 

H24.4.1 

埼玉 玉代 横浜市栄区○○ 理事  
○ ○  

  
○ 

就任 

H27.7.1 

茨城 城一 横浜市青葉区○○ 監事  
○ ○  

  
○ 

就任 

H22.4.1 

横浜 浜子 横浜市中区○○ 監事 理 事 長

の妻 ○ ○  
  

○ 
就任 

H28.7.1 

    
   

    

    
   

    

    
   

    

    
   

    

    
   

    

    
   

    

 

氏名・住所は住民票の

記載どおりに記載 
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○ 記載要領（指定基準チェック表（第３表付表１）） 

 

１ 「役員の内訳」欄は「親族等」又は「特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等」のグループ

ごとに記載します。 

 

２ 「就任等の状況」の「①」から「⑤」及び「申請時」の各欄は役員であった時期に「○」を付します。 

なお、当該「①」から「⑤」については、指定基準チェック表（第３表）の(1)に記載する各期間（「①」から「⑤」）

を示したものです。 

 

３ この表において、「親族等」とは特定非営利活動法人の役員である次の者が該当します。 

ａ  役員の配偶者及び三親等以内の親族 

ｂ  役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ｃ  役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

ｄ  ｂ又はｃに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ この表において、「特定の法人の役員又は使用人である者並びにこれらの者の親族等」とは特定非営利活動法人の役

員である次の者が該当します。 

ａ 特定の法人の役員又は使用人 

ｂ ａに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族 

ｃ ａに掲げる者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ｄ ａに掲げる者の使用人及び使用人以外の者で当該ａに掲げる者から受ける金銭その他の財産によって生計を維持

している者 

ｅ ｃ又はｄに掲げる者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

５ 上記の「特定の法人」には、特定の法人との間に発行済株式の総数又は出資の総額（以下「発行済株式の総数等」

といいます。）の 50%以上の株式の数又は出資の金額（以下「株式の数等」といいます。）を直接又は間接に保有する

関係にある法人を含みます。 

   なお、50%以上の株式の数等を直接又は間接に保有する関係とは以下のとおりです。 

   

○直接に保有する関係 

一の法人が他方の法人の発行済株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人と他方の法人との

関係（以下「直接支配関係」といいます。） 

 

○間接に保有する関係 

一の法人及び一の法人と直接支配関係にある法人又は一の法人と直接支配関係にある法人が、他方の法人の発行済

株式の総数等の 50%以上の株式の数等を保有する場合の一の法人、一の法人と直接支配関係にある法人及び他方の法

人との関係 
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帳 簿 組 織 の 状 況        第３表付表２ 

法 人 名 

 

特定非営利活動法人 よこはま 

 

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間 

総勘定元帳 帳簿 

 

随時 

 

７年 

 

仕訳帳 

 

ルーズリーフ 

 

随時 

 

７年 

 

現金出納帳 

 

ルーズリーフ 

 

毎日 

 

７年 

 

入金・出金・振替伝票 複写伝票 毎日 ７年 

請求書・領収証綴り バインダー 随時 ７年 

領収証（控） 複写伝票 随時 ７年 

給与台帳 ルーズリーフ 毎月 ７年 

    

    

    

 

○記載要領（指定基準チェック表（第３表付表２）） 
 

・「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「現金出納帳」、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。 

・「左の帳簿等の形態」欄は、例えば「３枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。 

・「記帳の時期」欄は、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。 

 

監査証明書を添付する法人は、添付不要 

法人事務所において、帳簿書類等の記帳、

保存状況等を確認させていただきます。 
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指定基準チェック表 （第４表）         

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

 
４ 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること 

(1) 次に掲げる活動を行っていないこと 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を強化育成すること 

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対すること 

ウ  特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。）の候補者

（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又

はこれらに反対すること 

(2) その役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは３親等以内の親族

又はこれらの者と規則で定める特殊の関係のある者に対し特別の利益を与えないことその他の特

定の者と特別の関係がないものとして規則で定める基準に適合していること 

  

 
(1) 

 
 

項        目 ① ② ③ ④ ⑤ 申請時  

宗教の教義を広め、儀式を行い、

及び信者を教化育成する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

政治上の主義を推進し、支持し、

又はこれに反対する活動 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

特定の公職の候補者（当該候補者

になろうとする者を含む。）若し

くは公職にある者又は政党を推

薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 
 (2) 

 
 

項        目 ① ② ③ ④ ⑤ 申請時  

 
役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対

する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対する

報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役員等

に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該

資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と認め

られる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と

当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供与の有無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業

の運営に関して特別の利益の供与の有無 
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 

営利を目的とした事業を行う者及び(1)の活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有

無 

有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 
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○記載要領（指定基準チェック表（第４表）） 

 

項 目  記 載 要 領  備 考  

(1)及び(2)の各欄共通 

 

該当する一方を囲みます。 

 

 

「役員等」とは、役員、社員、職員若し

くは寄附者若しくはこれらの者の配偶者

若しくは３親等以内の親族又はこれらの

者と特殊の関係のある者をいいます。 

 

 

「特殊の関係」とは次に掲げる関係をい

います。 

 

ａ 婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある関係 

ｂ 使用人である関係及び使用人以外の

者で当該役員、社員、職員若しくは寄附

者又はこれらの者の配偶者若しくは３

親等以内の親族から受ける金銭その他

の財産によって生計を維持している関

係 

ｃ 上記ａ又はｂに掲げる関係にある者

の配偶者及び３親等以内の親族でこれ

らの者と生計を一にしている関係 

 

第４表付表１「役員等に対す

る報酬等の状況」及び付表２「役

員等に対する資産の譲渡等の状

況」を記載し添付してください。 

なお、当該「①」から「⑤」

については、指定基準チェック

表（第３表）の(1)に記載する各

期間（「①」から「⑤」）を示し

たものです。 
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   役員等に対する報酬等の状況          第４表付表１ 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又

はこれらの者と特殊の関係にある者（注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給

（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに

行った取引等）について記載してください。 
（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊の関係

にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者  

 

(1) 役員等に対する報酬又は給与の支給（(2)を除く）                               

氏    名 職 名  
法人との関係 

（注２） 

報酬・給与の 

区    分 
支 給 期 間 等 支 給 金 額 

横浜 浜男 理事長 役員 報酬 令和３年４月１日～

令和５年７月１日 
500,000 円 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 

 

(2) 給与を得た職員の総数及び総額 

集 計 期 間   令和３年４月１日 ～令和５年７月１日 
 

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額 

３人（内役員１名） 2,500,000 円（500,000 円） 
 

 

実績判定期間の初日から申出日までの支給につ

いて記載 

支払総額（支払済額）

を記載 

実績判定期間の初日から申出日までの支給について記載

（令和５年７月１日に申出をした場合） 

パート・アルバイトも含めた実人数・金額を記載

※役員が含まれる場合は、括弧書きで内数を記載 

支払総額（支払済額）を記載 

※役員への支払額は、括弧書きで内数を記載 
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役員等に対する資産の譲渡等の状況等   第４表付表２（初葉） 

法  人  名 特定非営利活動法人 よこはま 

２ 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは３親等以内の親族又はこ

れらの者と特殊の関係（注）にある者（以下「役員等」という）又は役員等が支配する法人に対する

資産の譲渡等（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日ま

でに行った取引等）について以下の項目を記載してください。 

（注）「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。 

ａ 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係 

ｂ 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者

若しくは３親等以内の親族から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している関係 

ｃ 上記ａ又はｂに掲げる関係にある者の配偶者及び３親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている

関係 

 

(1) 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
譲 渡 資 産 の 内 容 

譲 渡 

年 月 日 
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

なし    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 
 
 

(2) 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

 
取 引 先 の 氏 名 等 

法人との

関 係 
貸 付 資 産 の 内 容 

貸 付 

年 月 日 
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

なし    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

     円  

    円  

  

実績判定期間の初日から申出日までの

内容等を記載 

実績判定期間の初日から申出日までの

内容等を記載 
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第４表付表２（次葉） 

 

 

(3) 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

 
取引先の氏名等 

法人との

関 係 
役務の提供の内容 

役務の提

供年月日 
対価の額 そ の 他 の 取 引 条 件 等 

 

関内 星一郎 正会員 ○○事業・講師謝金 R3.8.１ 50,000 円 （源泉所得税含む） 

桜木 花子 正会員 ○○事業・講師謝金 R4.5.１ 50,000 円 （源泉所得税含む） 

石川 町子 正会員 ホームページ年間

維持手数料 

R3.4.1 ～

R4.3.31 
100,000 円 

 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 

３ 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項 

（該当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。） 

 なし 

 

４ 支出した寄附金（実績判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日

までに支出した寄附金） 

 支 出 先 の 名 称 等 住 所 等 支 出 金 額 支 出 年 月 日 寄 附 の 目 的 等  

なし  円   

  円   

  円   

  円   

  円   

  円   

  円   

 

実績判定期間の初日から申出日までの

内容等を記載 

実績判定期間の初日から申出日までの

支出について記載 
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指定基準チェック表 （第５表） 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま 

５ 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれを主たる

事務所又は市内の事務所のうち当該閲覧の請求をした者が選択した事務所において閲覧させること 

(1) 条例第３条第２項に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等（個人の住所又は居所に係

る記載の部分を除いたもの） 

 (2) 指定基準（条例第４条第１項各号に掲げる基準）に適合する旨を説明する書類及び欠格事由（条

例第６条各号）のいずれにも該当しない旨を説明する書類 

(3) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

 (4) 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

(5) 前事業年度の収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供

に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項を記載した書類 

(6) 事業の概要等に関する変更の届出のうち指定基準（条例第４条第１項第１号及び第３号）に適合

する旨を説明する書類 

(7) 助成金の支給を行った場合は、助成の実績を記載した書類 
 

 
 
 

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。 

同  意  
 する しない 

(1) 

ア 事業報告書等（事業報告書、活動計算書、貸借対照表、財産目録、年間役員名簿、前事業年度の末日に

おける社員のうち 10 人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面） 

イ 役員名簿 

ウ 定款等（定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し） 

※いずれも指定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの 

(2) 
ア 申出書に添付した指定基準（条例第４条第１項各号に掲げる基準）に適合する旨を説明する書類 

イ 申出書に添付した欠格事由（条例第６条各号）のいずれにも該当しない旨を説明する書類 

(3) 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類 

(4) 前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程 

(5) 

ア 前事業年度について、次の事項を記載した書類 

(ｱ) 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項 

(ｲ) 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項 

(ｳ) 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項 

・収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位５者との取引 

・役員等（役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは３親等以内の親族又

はこれらの者と特殊の関係のある者）との取引 

(ｴ) 寄附者（役員、役員の配偶者若しくは３親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人

に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるものに限る。）の氏名並びにその寄附金

の額及び受領年月日 

(ｵ) 役員等に対する報酬又は給与の状況 

a  役員等に対する報酬又は給与の支給の状況（b に係る部分を除く。） 

b  給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項 

(ｶ) 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日  

(ｷ) 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日 

イ 毎事業年度作成する指定基準（条例第４条第１項第４号から第６号まで（第４号イに係る部分を除く）

及び第８号に掲げる基準）に適合している旨並びに欠格事由（条例第６条各号）のいずれにも該当しない

旨を説明する書類 

(6) 
事業の概要等に関する変更の届出に添付した指定基準（条例第４条第１項第１号及び第３号）に適合する旨

を説明する書類 

(7) 助成金の支給を行った場合の助成の実績を記載した書類 
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○記載要領（指定基準チェック表（第５表）） 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 

 

 

 

「条例」とは、「地方税法第 314 条の７第１

項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非

営利活動法人を指定するための基準、手続等

に関する条例（平成 24 年条例第 32 号。）」を

いいます。 

 

「同意」欄 該当する一方を囲みます。 

 

 

 

「(5)」欄  ア(ｳ)の「特殊の関係」とは、次に掲げる関

係をいいます。 

 

ａ 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある関係 

ｂ 使用人である関係及び使用人以外の者で

当該役員、社員、職員若しくは寄附者又は

これらの者の配偶者若しくは３親等以内の

親族から受ける金銭その他の財産によって

生計を維持している関係 

ｃ 上記ａ又はｂに掲げる関係にある者の配

偶者及び３親等以内の親族でこれらの者と

生計を一にしている関係 

 

ア(ｴ)の「特殊の関係」とは、次に掲げる関

係をいいます。 

ａ 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある関係 

ｂ 使用人である関係及び使用人以外の者で

当該役員から受ける金銭その他の財産によ

って生計を維持している関係 

ｃ 上記ａ又はｂに掲げる関係にある者の配

偶者及び３親等以内の親族でこれらの者と

生計を一にしている関係 
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指定基準チェック表 （第６表） 

６ 各事業年度において、事業報告書等を特定非営利活動促進法第 29 条の規定により所轄庁に提出して

いること 

各事業年度における、事業報告書等の所轄庁への提出の有無 

 

① ② ③ ④ ⑤ 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

  

 
指定基準チェック表 （第７表） 

７ 法令若しくは条例（以下「法令等」という。）又は法令等に基づいてする行政庁の処分に違反する事

実、偽りその他不正の行為により利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこ

と 

法令若しくは条例又は法令等に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為によ

り利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実の有無 

 

① ② ③ ④ ⑤ 申 請 時 

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

 

 

指定基準チェック表 （第８表） 

８ 申出書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後１年を超える期間が経過し

ていること 

  

事業年度    ４月１日～３月 31 日 設立年月日 平成 22 年４月１日 

  

 

指定基準チェック表 （第６、７、８表） 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

登記事項証明書の

設立年月日を記載 
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○記載要領（指定基準チェック表（第６表）） 

 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を囲みます。 「①」から「⑤」については、

指定基準チェック表（第３表）

の(1)に記載する各期間（「①」

から「⑤」）を示したものです。 

 

 
 

 
○記載要領（指定基準チェック表（第７表）） 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する一方を囲みます。 「①」から「⑤」については、

指定基準チェック表（第３表）

の(1)に記載する各期間（「①」

から「⑤」）を示したものです。 

 

 
 
 
○記載要領（指定基準チェック表（第８表）） 

 

項    目 記  載  要  領 注 意 事 項 

各欄共通 該当する年月日を記載します。  
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欠格事由チェック表 

 

法人名 特定非営利活動法人 よこはま 

 
次の欠格事由のいずれにも該当していないこと 
 

１ その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 
 
(1) 指定特定非営利活動法人が地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非
営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例（平成 24 年条例第 32 号。以下「条例」とい
う。）第 19 条第１項各号（第３号から第５号まで、第７号及び第８号を除く。「２」において同じ。）又
は第２項各号（第２号（第４条第１項第１号から第３号までに掲げる基準に適合しなくなった場合に限
る。）を除く。「２」において同じ。）のいずれかに該当し、指定を取り消された場合において、その取
消しの原因となった事実があった日以前１年内に当該指定特定非営利活動法人のその業務を行う理事
であった者でその取消しの効力を生じた日から５年を経過しないもの 

(2) 認定特定非営利活動法人が特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号。以下「法」という。）第
67 条第１項若しくは第２項の規定により法第 44 条第１項の認定を取り消された場合又は法第 58 条第
１項の特例認定を受けた特定非営利活動法人が法第 67 条第３項において準用する同条第１項若しくは
第２項の規定により法第 58 条第１項の特例認定を取り消された場合において、その取消しの原因とな
った事実があった日以前１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人
のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しないもの 

(3) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年
を経過しない者 

(4) 法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）の規定若しく
は神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）の規定に違反したことにより、若しくは
刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 204 条、第 206 条、第 208 条、第 208 条の２、第 222 条若しくは第
247 条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正 15 年法律第 60 号）の罪を犯したことにより、
又は国税若しくは地方税に関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付
せず、若しくはこれらの税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を
定めた規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受ける
ことがなくなった日から５年を経過しない者 

(5) 暴力団の構成員等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す
る暴力団をいう。以下この項目及び「８」において同じ。）の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含
む。以下この号において同じ。）又は暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。
「８」において同じ。） 

 
２ 条例第 19 条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当し、指定を取り消された場合において、その
取消しの効力を生じた日から５年を経過しないもの 

 
３ 法第 67 条第１項又は第２項の規定により、法第 44 条第１項の認定を取り消され、その取消しの日から
５年を経過しないもの 

 
４ 法第 67 条第３項において準用する同条第１項又は第２項の規定により、法第 58 条第１項の特例認定を
取り消され、その取消しの日から５年を経過しないもの 

 
５ その定款又は事業計画書の内容が法令等又は法令等に基づいてする行政庁の処分に違反しているもの 
 
６ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３年を経過しな
いもの 

 
７ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しないもの 
 
８ 次のいずれかに該当するもの 
(1) 暴力団 
(2) 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にあるもの 
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 １ 役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無  
  (1) 指定特定非営利活動法人が地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け

入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例（平成 24 年条

例第 32 号。以下「条例」という。）第 19 条第１項各号（第３号から第５号まで、第７

号及び第８号を除く。「２」において同じ。）又は第２項各号（第２号（第４条第１項

第１号から第３号までに掲げる基準に適合しなくなった場合に限る。）を除く。「２」

において同じ。）のいずれかに該当し、指定を取り消された場合において、その取消し

の原因となった事実があった日以前１年内に当該指定特定非営利活動法人のその業務

を行う理事であった者でその取消しの効力を生じた日から５年を経過しないもの 

有 ・ 無 

 

(2) 認定特定非営利活動法人が特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号。以下「法」

という。）第 67 条第１項若しくは第２項の規定により法第 44 条第１項の認定を取り消

された場合又は法第 58 条第１項の特例認定を受けた特定非営利活動法人が法第 67 条

第３項において準用する同条第１項若しくは第２項の規定により法第58条第１項の特

例認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前

１年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業

務を行う理事であった者でその取消しの日から５年を経過しないもの 

有 ・ 無 

(3) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくな

った日から５年を経過しない者 
有 ・ 無 

(4) 

法若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

の規定若しくは神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）の規定に

違反したことにより、若しくは刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 204 条、第 206 条、

第 208 条、第 208 条の２、第 222 条若しくは第 247 条の罪若しくは暴力行為等処罰に

関する法律（大正 15 年法律第 60 号）の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地

方税に関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せ

ず、若しくはこれらの税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとするこ

とに関する罪を定めた規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を

終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

有 ・ 無 

(5) 

暴力団の構成員等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下この項目及び「８」において同じ。）の構成員（暴

力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）又は暴力団の構成員でな

くなった日から５年を経過しない者をいう。「８」において同じ。） 

有 ・ 無 

  
 ２ 条例第 19 条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当し、指定を取り消された場合に

おいて、その取消しの効力を生じた日から５年を経過しないもの 
はい・ いいえ 

 

 

３ 法第 67 条第１項又は第２項の規定により、法第 44 条第１項の認定を取り消され、その

取消しの日から５年を経過しないもの 
はい・いいえ 

 

４ 法第 67 条第３項において準用する同条第１項又は第２項の規定により、法第 58 条第１

項の特例認定を取り消され、その取消しの日から５年を経過しないもの 
はい・いいえ 

 

５ その定款又は事業計画書の内容が法令等又は法令等に基づいてする行政庁の処分に違反

しているもの 
はい・いいえ 

 

６ 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から３

年を経過しないもの 
はい・いいえ 

 

７ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から３年を経過しないもの はい・いいえ 

 

８ 次のいずれかに該当するもの 

 イ 暴力団 はい・いいえ 

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にあるもの はい・いいえ 
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○ 添付書類 

・所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その４」並びに関係都道府県知事及び市区町村長か

ら交付を受けた滞納処分に係る納税証明書を添付してください。 

 （添付が必要となる納税証明書は、国税及び地方税の納付の有無にかかわらず、主たる事務所が所

在する所轄税務署長、都道府県知事及び市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る納税証明書

となります。また、従たる事務所において国税又は地方税を納付している場合には、当該従たる

事務所が所在する所轄税務署長、都道府県知事又は市区町村長から交付を受けた滞納処分に係る

納税証明書の添付も必要となります。） 

 

・別紙「役員等氏名一覧表」を記載し、欠格事由チェック表と併せて提出してください。 

 

 

 

欠格事由１から８のいずれにも該当しないことを誓約します。 

     年  月  日 

 

主たる事務所の所在地   横浜市中区本町 6丁目 50 番地の 10    

法 人 の 名 称    特定非営利活動法人よこはま       

代 表 者 の 氏 名  横浜 太郎                    

 

 

 

 

申出日 

登記事項証明書どおりの所在地・

法人の名称・代表者の氏名を記載 

国税・県税・市税の納税証明書を添付 
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役 員 等 氏 名 一 覧 表 

 

   年 月 日現在の役員 

 

ﾌﾘｶﾞﾅ(半角) 

姓と名の間にス

ペース 

氏名又は団体名（全角） 

姓と名の間にスペース 

年号(半角小文字) 

m or t or s or h 

  

年 

(半角) 

月 

(半角) 

日 

(半角) 

性別(半角小文字) 

男性：m 女性：f 

住所（全角） 

ﾖｺﾊﾏ ﾀﾛｳ 横浜 太郎 s xx xx xx m 横浜市中区○○ 

ｶﾜｻｷ ｲﾁﾛｳ 川崎 一郎 s xx xx xx m 横浜市南区○○ 

ｻｶﾞﾐﾊﾗ ﾀﾂｵ 相模原 達夫 s xx xx xx m 横浜市西区○○ 

ﾄｳｷｮｳ ｷｮｳｺ 東京 京子 s xx xx xx f 東京都大田区○○ 

ｶﾅｶﾞﾜ ｶｽﾞﾖ 神奈川 和代 s xx xx xx f 横浜市港北区○○ 

ﾁﾊﾞ ﾖｳｺ 千葉 葉子 s xx xx xx f 横浜市港南区○○ 

ｻｲﾀﾏ ﾀﾏﾖ 埼玉 玉代 s xx xx xx f 横浜市栄区○○ 

ｲﾊﾞﾗｷ ｷｲﾁ 茨城 城一 s xx xx xx m 横浜市青葉区○○ 

ﾖｺﾊﾏ ﾊﾏｺ 横浜 浜子 s xx xx xx f 横浜市中区○○ 

        

        

        

        

        

 

※年号は明治：m、大正：t、昭和：s、平成：hで記載してください。 

 

記載された全ての者は、代表者又は役員に暴力団員がいないことを確認するため、本様式に記載

された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。 

 

 

 

  年  月  日 

 

所在地    横浜市中区本町 6丁目 50 番地の 10    

法人の名称  特定非営利活動法人よこはま      

代表者氏名  横浜 太郎              

申出日 

申出日 
登記事項証明書どおりの所在地・

法人の名称・代表者の氏名を記載 
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寄附金を充当する予定の事業内容等 

 

法 人 名 特定非営利活動法人 よこはま 

 
 

事 業 名 具 体 的 な 事 業 内 容 
実施予定

年 月 

実施予定

場  所 

従事者の

予定人数 

受益対象者の

範 囲 及 び 

予 定 人 数 

寄附金充当

予 定 額 

１ ○○の調査・研

究事業 

 

 

横浜市内の○○課題に

関する調査を行う 

通年 横浜市内

各所 

10 人 市民 

（多数） 

10 万円 

２ ○○の普及・啓

発事業 

○○の普及・啓発のため

のイベント開催 

 

市民向けの会報紙 

 

○月○日 

 

 

毎月 

東京都 

 

 

横浜市内 

10 人 

 

 

５人 

市民 

（多数） 

10 万円 

 

 

５万円 

       

       

       

       

       

       

       

 

指定後に、寄附金を充当する予定の事業の内容等を記載してください。 

寄附金充当予定額は、現在の寄附収入額を基に算出してください。 



 57 

 

 

 

 

様式・書式集 

（指定後の書類） 
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第２号様式（第 11 条第２項） 

指定特定非営利活動法人指定更新申出書 

（注意） 法人の名称、主たる事務所及びその他の事務所の所在地、代表者の変更などを予

定されている場合には、その旨を「その他の参考事項」欄に記載してください。 

 

（Ａ４）  

 

   年  月  日 

 

 （申出先） 

  横浜市長 

 

 

主 た る 事 務 所 の 
 
所 在 地 

〒 
 
 

フ リ ガ ナ  

法 人 の 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名   

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

設 立 年 月 日     年  月  日 

地方税法第 314条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を

指定するための基準、手続等に関する条例第９条第１項の規定による指定の更新を受けた

いので、申し出ます。 

（現に行っている事業の概要） 

 

 

 

 

（市内における特定非営利活動を行う地域） 

 

 

（市内におけるその他の事務所の所在地） 

 

 

（その他の参考事項） 
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第３号様式（第 12 条、第 13 条） 

  
指定特定非営利活動法人変更届出書 

（Ａ４）  

 

   年  月  日 

 

（届出先） 

横浜市長 

 

主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

その他の事務所の 
 
所 在 地 

 

フ リ ガ ナ  

法 人 の 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名   

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

 次のとおり変更しましたので、地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け

入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例第 10 条第１項又

は第 11 条第１項の規定により、届け出ます。 

変更年月日 変更事項 変更前 変更後 
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第４号様式（第16条第１項） 

 

指定特定非営利活動法人役員報酬規程等提出書 

（Ａ４）  

 

   年  月  日 

 

（提出先） 

横浜市長 

 

主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

 

その他の事務所の 
 
所 在 地 

 

フ リ ガ ナ  

法 人 の 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名   

電 話 番 号 
 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 
 

 地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を

指定するための基準、手続等に関する条例第 13条第１項の規定により、役員報酬規程等を

提出します。 
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前事業年度の収益の明細などを記載した書類 

（横浜市「地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するため

の基準、手続等に関する条例」第 12 条第２項第２号に掲げる書類） 

法人名  事 業 年 度 年 月 日～ 年 月 日 

 

１ 資金に関する事項［①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項］ 

 

(1) 収益の源泉別の明細 

収  益  源  泉  の  内  訳 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                   計 円 

 

(2) 借入金の明細 

借       入       先 金       額 

 円 

 円 

 円 

 円 

 円 

合                  計 円 

 

(3) その他 
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２ 取引の内容に関する事項 

［②次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 

ア 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その

順位を付した場合におけるそれぞれ第一順位から第五順位までの取引 

イ 役員等との取引］ 

 

(1) 収益の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  

 

 

(2) 費用の生ずる取引の上位５者 

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等 

  円  

  円  

  円  

  円  

  円  

 

 

(3) 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引 

ア 資産の譲渡（棚卸資産を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 
譲渡資産の内容 

譲 渡 

年月日 
譲 渡 価 格 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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イ 資産の貸付け（金銭の貸付けを含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 

貸付資産の内

容 

貸 付 

年月日 
対 価 の 額 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

 

 

ウ 役務の提供（施設の利用等を含む。） 

取引先の氏名等 
法人との 

関  係 
役務提供の内

容 
役務の提

供年月日 
対 価 の 額 その他の取引条件等 

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  

    円  
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３ 寄附者に関する事項 

［③寄附者（役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上であるも

のに限る。）の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日］ 

 

 

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日 

 円     

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    

 円    
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４ 役員等に対する報酬又は給与の状況［④（1） 役員等に対する報酬又は給与の支給（（2）を除く）、（2） 

給与を得た職員の総数及び総額］ 

 

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこ

れらの者と特殊の関係にある者（注１）（以下「役員等」という）に対する報酬又は給与の支給（実績

判定期間及び申請書の提出日を含む事業年度開始の日から申請書の提出の日までに行った取引等）

について記載してください。 
（注１）「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者

と特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若

しくは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者  

 

（1） 役員等に対する報酬又は給与の支給（（2）を除く）                                  

氏    名 職 名  
法人との関係 

（注２） 

報酬・給与の 

区    分 
支 給 期 間 等 支 給 金 額 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注２）注１の①～④の内容を具体的に記述します。 

 

 

（2） 給与を得た職員の総数及び総額 

集 計 期 間   年  月  日 ～   年  月  日 
 

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額  

人 円 
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５ 支出した寄附金に関する事項 

［⑤支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日］ 

 

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額 

    円 

    円 

    円 

    円 

    円 

    円 

    円 

    円 

 合   計   円 
 

 

 

 

６ 海外への送金等に関する事項 

［⑥海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日］ 

 

実  施  日 使          途 金   額 

  円 

  円 

  円 

  円 

  円 

  円 

  円 

  円 
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資産の譲渡等の内容に関する事項［資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項］ 

 

⑴ 資産の譲渡に係る料金及び条件等 

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 

 ⑵ 資産の貸付けに係る料金及び条件等 

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 

 ⑶ 役務の提供に係る料金及び条件等 

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等 

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  

 円  
 

※この書類は所轄庁へ提出する必要はありません 
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○ 記載要領（前事業年度の収益の明細などを記載した書類） 

 

１ 「１ 資金に関する事項」欄 

(1)欄には、受取寄附金、○○事業収益、○○資産売却益、受取利息等の収益の源泉別の内訳を記載します。 

(2)欄には、借入金がある場合に、その借入先ごとの内訳を記載します。 

 (3)欄には、上記の他に資金に関する重要な事項がある場合に記載します。 

 

２ 「２ 取引の内容に関する事項」欄 

 (1)及び(2)の各欄には、収益及び費用が生ずる取引それぞれについて取引金額の最も多いものから上位５者に対す

る、取引内容等について記載します。(3)の各欄には、役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族

等との取引等について記載します。 

この場合の「役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族  

② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三

親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

３ 「３ 寄附者に関する事項」欄 

  当期中の寄附者のうち、役員、役員の親族等で寄附金の額の事業年度中の合計額が 20 万円以上の者について記

載します。この場合の「役員の親族等」とは次の者が該当します。 

① 役員の配偶者若しくは三親等以内の親族 

② 役員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

③ 役員の使用人及び使用人以外の者で当該役員から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している者 

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者 

 

４ 「４ 役員等に対する報酬又は給与の状況」欄 

（1）の欄には当期中に報酬又は給与を支給した役員等について、（2）の欄には給与を支給した従業員の総数と総

額を記載します。 

 

５ 「５ 支出した寄附金に関する事項」欄 

 当期中に支出した寄附金（助成金を含みます。）について記載します。 

 

６ 「６ 海外への送金等に関する事項」欄 

 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合に記載します。 

 

「資産の譲渡等の内容に関する事項」欄 

（所轄庁への提出は不要ですが、NPO 法人において、作成、備置、閲覧については引き続き行う必要があります。） 

⑴～⑶の各欄には、譲渡資産等の内容、料金及び特定の者に対する割引販売等の譲渡等における条件を記載しま

す。個別の記載に代えて、料金表、カタログ等を添付する場合には、その旨を記載します。 
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第５号様式（第 16 条第２項） 

 

指定特定非営利活動法人助成金支給書類提出書 

（Ａ４）  

 
 
 

 

   年  月  日 

 

（提出先） 

横浜市長 

 

主たる事務所の 
 
所 在 地 

〒 

 

 

その他の事務所の 
 
所 在 地 

 

フ リ ガ ナ  

法 人 の 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

地方税法第 314条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を

指定するための基準、手続等に関する条例第13条第２項の規定により、同条例第12条第４

項の書類を提出します。 
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助成の実績を記載した書類 

 

支    給    日 支 給 対 象 者 支 給 金 額 助成対象の事業等 

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

  年  月  日  円  

 
「助成対象の事業等」の欄は、事業等の内容を具体的に記載します。 
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第６号様式（第 18 条） 

 

指定特定非営利活動法人合併申請届出書 

（注意） 記入欄が不足する場合には、別紙を添付してください。 

 
（Ａ４）  

 

   年  月  日 

 

（届出先） 

横浜市長 

 

主たる事務所の 
所 在 地 

〒 

 

その他の事務所の 
所 在 地 

 

フ リ ガ ナ  

法 人 の 名 称  

フ リ ガ ナ  

代 表 者 の 氏 名   

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

年  月  日付けで特定非営利活動促進法第 34 条第３項の認証の申請をしました

ので、地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法

人を指定するための基準、手続等に関する条例第 15 条第１項の規定により、届け出ます。 

法 人 の 名 称 
主 た る 事 務 所 及 び 市 内 に 
おけるその他の事務所の所在地 

現 に 行 っ て い る 
事 業 の 概 要 

合併後存続する法人の名称又は 

合併によって設立する法人の名称 

  

 

代 表 者 の 氏 名 

 

合併によって消滅する法人の名称   

 

代 表 者 の 氏 名 

 

合併によって消滅する法人の名称   

 

代 表 者 の 氏 名 

 

市内における特定非営利活動を行う地域 

 

その他の参考事項 
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寄 附 金 受 領 証 明 書 （例 ）  

 
   

住 所    ●●県○○市△△町１丁目１番１号 

 
 

氏 名   神奈川 一郎              様 

 
 

￥○○○，○○○円 

 
 

             上記の金額を受領いたしました。 

 
 
 

 ●●年○○月○○日 

 
 
 

          横浜市●区○丁目△番×号 

          特定非営利活動法人 ○○○○    印 

 
 
（注）当法人の行う特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金は、横浜市市税条例第

29 条の 4 の 3 第 2 項に規定する寄附金であることを証明いたします。 

寄附者の住所、氏名 

を記載します。 

受領した寄附金の額

を記載します。 

寄附金を受領した日を

記載します。 

参考１ 

（参考）この寄附金の支出による税制上の優遇措置の適用を受けるためには、 

この「寄附金受領証明書」が必要となります。 

 
※寄附金を支出した年の翌年１月１日現在に横浜市にお住まいの方は、お住まいの

区役所税務課へこの受領証明書を添付して申告することにより、横浜市の個人市民

税の寄附金税額控除の適用を受けられます。 
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控除対象寄附金受領報告書 

 

年  月  日  

 （報告先） 

横 浜 市 長 

 

（受 領 者） 

所 在 地  横浜市●区○丁目△番×号 

名    称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

年１月１日 ～  年 12 月 31 日分  

寄附者氏名 寄附者住所 寄附金額（円） 受領した月日 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

（注意） １ この報告書は、毎年３月 15 日までに横浜市財政局主税部税務課課税担当

（〒231-0005 横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10）へ提出してください。 

       ２ 寄附者氏名は、50 音順で記入してください。 

（Ａ４）  

参考２ 

前年中（１月１日～12 月 31 日）に受領

した寄附金が対象になります。 



 



  

■ 事前相談、書類提出窓口 

横浜市市民局市民協働推進課 ＮＰＯ法人担当 

 

〒231－0005 横浜市中区本町 6－50－10 

電 話：０４５－６７１－４７３７  ＦＡＸ：０４５－２２３－２０３２ 

 メール：sh-npo@city.yokohama.jp    

H   P：https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kyodo-manabi/shiminkyodo/NPO/ 

 

 

※指定申出書類については、事前相談を行っています。 

詳細につきましては、「特定非営利活動法人の指定申出・運営等の手引き」７ページをご確認 

ください。 

 

 

【案内図】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

特定非営利活動法人の指定申出等に関する窓口のご案内 

横浜市 NPO 

横浜市 市庁舎市 民 局 市

民 協 働 推 進 課 


